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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月

売上高 (百万円) 65,204 59,559 58,270 73,641 72,576

経常利益 (百万円) 5,258 4,479 3,101 7,998 4,704

当期純利益 (百万円) 3,547 1,636 1,598 5,437 3,321

包括利益 (百万円) 3,841 1,243 4,818 9,071 11,382

純資産額 (百万円) 59,210 57,678 61,431 69,201 79,293

総資産額 (百万円) 77,432 77,032 79,367 92,931 106,519

1株当たり純資産額 （円） 2,652.64 2,705.24 2,881.26 3,245.70 3,719.08

1株当たり当期純利益金額 （円） 158.93 74.08 74.96 255.05 155.80

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 76.5 74.9 77.4 74.5 74.4

自己資本利益率 （％） 6.1 2.8 2.7 8.3 4.5

株価収益率 （倍） 12.4 23.9 22.0 10.6 16.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 5,100 △2,736 2,137 4,685 1,445

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,122 679 △2,191 △1,208 △3,426

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,116 △2,776 △1,067 △1,066 923

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 21,591 16,714 16,138 19,080 18,022

従業員数 （人） 1,492 1,553 1,637 1,675 1,761

[外、平均臨時雇用人員]  [301] [317] [307] [346] [407]

　（注）1．売上高には消費税等は含まれておりません。

2．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

3．従業員数は就業人員数であります。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月

売上高 (百万円) 53,637 49,292 46,463 55,692 50,695

経常利益 (百万円) 5,017 5,145 4,548 6,543 3,192

当期純利益 (百万円) 3,641 2,320 954 4,513 2,108

資本金 (百万円) 4,425 4,425 4,425 4,425 4,425

発行済株式総数 (千株) 22,731 22,731 22,731 22,731 22,731

純資産額 (百万円) 59,143 58,338 60,710 66,942 75,953

総資産額 (百万円) 76,096 76,548 76,442 86,704 101,017

1株当たり純資産額 （円） 2,649.66 2,736.17 2,847.46 3,139.76 3,562.40

1株当たり配当額

（円）

50.00 50.00 50.00 55.00 60.00

（うち1株当たり中間配当

額）
(25.00) (25.00) (25.00) (25.00) (30.00)

1株当たり当期純利益金額 （円） 163.14 105.01 44.75 211.70 98.89

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 77.7 76.2 79.4 77.2 75.2

自己資本利益率 （％） 6.3 4.0 1.6 7.1 3.0

株価収益率 （倍） 12.1 16.9 36.8 12.7 26.6

配当性向 （％） 30.6 47.6 111.7 26.0 60.7

従業員数 （人） 715 721 712 712 746

[外、平均臨時雇用人員]  [91] [87] [81] [118] [158]

　（注）1．売上高には消費税等は含まれておりません。

2．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

3．従業員数は就業人員数であります。
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2【沿革】

年月 沿革

昭和43年 3月 石川県羽咋市に株式会社ナナオ（現 EIZO株式会社）の前身である羽咋電機株式会社を設立、創

業。

昭和48年 3月 株式会社ナナオに商号変更。電子機器製造を行っていた七尾電機株式会社の事業の一部を移管

し、電子機器の開発・生産・販売を開始。

昭和53年 4月 テレビゲーム機（テーブル型）を開発、生産し販売を開始。

昭和54年 5月 七尾電機株式会社（石川県七尾市）の株式を取得し、子会社化。

昭和55年 2月 家庭用及び業務用ゲームソフトの制作、販売等を行っていたアイレム株式会社の株式を取得し、

子会社化。

昭和56年 4月 石川県松任市（現 白山市）に工場を建設、操業開始。

昭和59年 1月 電子回路基板製造を行っていた和光電子株式会社（石川県羽咋市）の株式を取得し、子会社化。

昭和59年 9月 欧州向け販売子会社としてハイテクアソシエーツ株式会社（石川県金沢市）を設立（平成2年1月

にエイゾー株式会社に商号変更）。

昭和60年 5月 コンピュータ用CRT（ブラウン管）モニターを開発、生産し、自社ブランド「ＥＩＺＯ」にて欧州

向けに販売開始。

昭和60年 9月 米国にNanao USA Corporation（現 EIZO Inc.）を設立し、コンピュータ用CRTモニターを自社ブ

ランド「ＮＡＮＡＯ」にて北米向けに販売開始。

平成 2年11月 本社を石川県松任市（現 白山市）下柏野町153番地に移転。

平成 3年 7月 コンピュータ用CRTモニターを日本国内向けに販売開始。（ブランド名は「ＮＡＮＡＯ」）

平成 4年 9月 スウェーデンに販売子会社、Eizo Sweden AB（現 EIZO Nordic AB）を設立。

平成 4年 9月 遊技場用液晶モニターを開発、生産し販売を開始。

平成 8年 4月 自社ブランド「ＥＩＺＯ」、「ＮＡＮＡＯ」を「ＥＩＺＯ」に統一。

平成 9年 3月 コンピュータ用液晶モニターを開発、生産し販売を開始。

平成 9年 4月 遊技機向けソフトウェアの設計・開発等を目的に、石川県松任市（現 白山市）にアイレムソフト

ウェアエンジニアリング株式会社を設立。

平成 9年 6月 アイレム株式会社の開発部門をアイレムソフトウェアエンジニアリング株式会社に譲渡し、アイ

レム株式会社を売却。

平成10年 2月 アフターサービス体制強化のため、石川県松任市（現 白山市）にエイゾーサポートネットワーク

株式会社（現 EIZOサポートネットワーク株式会社）を設立。

平成11年 4月 エイゾー株式会社を吸収合併。

平成14年 3月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成15年 3月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成16年 4月 七尾電機株式会社が和光電子株式会社を吸収合併。エイゾーナナオエムエス株式会社（現 EIZOエ

ムエス株式会社）に商号変更し、本店所在地を石川県羽咋市に変更。

平成17年 2月 電気機器の開発業務を中心とした労働者派遣事業等を目的に石川県白山市に株式会社エイゾーテ

クノキャリア（現 EIZOエンジニアリング株式会社）を設立。

平成17年 7月 EXCOM AG（スイス）の当社製品販売事業を株式取得により子会社とし、Eizo Nanao AG（現 EIZO

AG）に商号変更。

平成19年 2月 グラフィックスボードの製造、開発を行っているTech Source, Inc.（米国）の株式を取得し、子

会社化。

平成19年10月 Siemens AG（ドイツ）の医療市場向けモニター事業をEIZO GmbH（同年6月設立）が事業譲受。

平成21年 2月 eg-electronic GmbH (ドイツ)のモニター及びモニター用コントローラーボード事業をEIZO　

Technologies GmbH（平成20年11月設立）が事業譲受。

平成22年 3月
 
中国に （EIZO Display Technologies (Suzhou) Co.,Ltd.）を設立

し、同年10月より液晶モニターの製造を開始。

平成23年 8月 ドイツにEIZO Europe GmbHを、イギリスにEIZO Limitedを設立。欧州における当社販売代理店で

あったAvnet社（米国）との契約を解消し、欧州における直接販売体制を構築。EIZO Limitedは平

成24年1月から、EIZO Europe GmbHは同7月から営業開始。

平成25年 4月 EIZO株式会社に商号変更。
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3【事業の内容】
 
　平成27年3月31日現在の当社グループ（当社及び当社の関係会社、以下同じ）は、当社及び連結子会社15社（国内：

5社、海外：10社）により構成されており、コンピュータ用モニターを中心とした映像機器及びその関連製品、

ソリューション、サービス、並びにアミューズメント用モニターの開発・生産・販売を行っております。

 

＜コンピュータ用モニター＞

　コンピュータ用モニターは、コンピュータ等の機器から出力される静止画または動画の映像信号を表示する機器で

す。当社は以下のように、多様な市場に向けて、各市場で求められる機能・性能を搭載した高画質の液晶モニターを

提供しております。

 

・一般市場向けモニター：　企業、家庭、公共機関、文教施設等にて一般的な用途で使用されるモニターです。高

画質・高性能・環境への配慮を指向した製品で、当社のすべての製品のベースとなっております。

・医療市場向けモニター：　医用画像・映像表示に求められる高い画質・性能・信頼性を実現したモニターです。

X線（レントゲン・CT）、MRI等の検査画像から内視鏡映像、手術室用映像、電子カルテ情報の表示まで、医療現

場のあらゆる場面の画像・映像表示をカバーする幅広いラインナップを揃えています。

・グラフィックス市場向けモニター：　高い色再現性を求められる出版・印刷・写真編集等の静止画制作、映画・

アニメーション等の動画制作等向けのカラーマネジメントモニターです。正しい色再現及びその保持、業務フ

ロー全体での色の統一や共有を可能にします。

・産業市場向けモニター：　航空管制（ATC）、船舶、鉄道、監視システム、Factory Automation（FA）等の特殊用

途で使用されるモニターです。高い信頼性・環境耐性、長期安定供給、サポート等、特殊で細かなニーズに応え

る多彩なラインナップを提供しています。

・エンターテインメント市場向けモニター：　ゲーム等の動画表示に適した機能を搭載したモニターです。動きの

速い映像も遅延なくしっかり表示し、暗い部分は見やすい明るさで表示する等ゲーム用途における視認性・操作

性のニーズに応える製品です。

 

＜アミューズメント用モニター＞

　アミューズメント用モニターは、パチンコ・パチスロ遊技機に搭載される液晶モニターであり、当社グループにお

けるコンピュータ用モニターの設計・製造技術とアミューズメントソフトウェア制作技術を融合した製品です。当社

はハードウェアとソフトウェアを一体で供給できるメーカーとして、ユーザーの嗜好の変化に的確に対応するととも

に、最先端のハードウェアと高度なグラフィックス技術を駆使した製品の開発を行っております。

 

＜その他＞

　その他の品目に含まれる主な製品・商品は、医用画像表示用・ATC市場用グラフィックスボード、医用画像表示用モ

ニター品質管理ソフトウェア、アミューズメントソフトウェア、ベッドサイド向け液晶モニターです。
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〔事業系統図〕

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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4【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

EIZOエムエス㈱ 石川県羽咋市 85

コンピュータ用モ
ニター、アミュー
ズメント用モニ
ター等の製造、電
子回路基板の製造

100
当社製品の完成品組立、電子回
路基板等の製造。
資金の援助、役員の兼任あり。

アイレムソフトウェ
アエンジニアリング
㈱

東京都千代田区 30
アミューズメント
ソフトウェアの開
発、販売

100
アミューズメントソフトウェア
の開発、販売。
資金の援助、役員の兼任あり。

EIZOサポート
ネットワーク㈱

石川県白山市 90
コンピュータ用モ
ニター等のアフ
ターサービス

100
当社製品のアフターサービス。
役員の兼任あり。

EIZO GmbH
Karlsruhe,
Germany

500千
ユーロ

医用画像表示用モ
ニター等の開発、
製造、販売

100

医用画像表示用モニター等を
当社にて日本で販売。
当社製品の販売。
資金の援助あり。

EIZO Technologies
GmbH

Wolfratshausen,
Germany

100千
ユーロ

産業用モニター及
びモニター用コン
トローラーボード
の開発、製造、販
売

100
(100)

コントローラーボードを製造。

Tech Source, Inc.
Altamonte
Springs,FL,
U.S.A.

88千
米ドル

グラフィックス
ボード等の開発、
製造、販売

100
(100)

グラフィックスボード等を当社
にて日本で販売。

（注1）

中国蘇州市
9,000千
米ドル

コンピュータ用モ
ニター等の製造、
販売

100
当社製品を中国で製造、販売。
資金の援助、役員の兼任あり。

EIZO Inc.
（注1）

Cypress,CA,
U.S.A.

10,000千
米ドル

コンピュータ用モ
ニター等の販売

100
当社製品を北米地域で販売。
役員の兼任あり。

EIZO Nordic AB Väsby,Sweden

20,000千
スウェー
デン・ク
ローネ

コンピュータ用モ
ニター等の販売

100
当社製品を北欧地域等で販売。
資金の援助、役員の兼任あり。

EIZO AG
Wädenswil,
Switzerland

200千
スイスフ
ラン

コンピュータ用モ
ニター等の販売

100
当社製品をスイス等で販売。
役員の兼任あり。

EIZO Limited
（注1）

Bracknell,UK
3,500千
英ポンド

コンピュータ用モ
ニター等の販売

100 当社製品をイギリス等で販売。

EIZO Europe GmbH
（注1、2）

Mönchengladbach,
Germany

25千
ユーロ

 

コンピュータ用モ
ニター等の販売

100
当社製品を欧州地域で販売。
役員の兼任あり。

他3社      

　（注）1．特定子会社に該当しております。

2．EIZO Europe GmbHについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

　 が10％を超えております。

　 主要な損益情報等　　　 （1）売上高　　　　　13,783百万円

　（2）経常利益　　　　  180百万円

　（3）当期純利益　　　  162百万円

　（4）純資産額　　　　 2,546百万円

　（5）総資産額　　　　 5,408百万円

3．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数になっております。

4．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

5【従業員の状況】
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(1）連結会社の状況

平成27年3月31日現在
 

部門 従業員数（人）

研究・開発 637 ［142］

営業 355 ［7］

製造 522 ［199］

本社 160 ［10］

その他 87 ［49］

合計 1,761 ［407］

　（注）1．実質的に単一セグメントであるため、部門別の従業員数を記載しております。

2．従業員数は就業人員数であります。

3．臨時従業員数（契約社員、嘱託社員、パートタイマー、派遣社員）は、[　]に当連結会計年度における平均

雇用人員を外書きで記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成27年3月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

746[158] 37.9 14.6 5,115,089

 

部門 従業員数（人）

研究・開発 245 ［47］

営業 162 ［7］

製造 204 ［94］

本社 135 ［10］

合計 746 ［158］

　（注）1．実質的に単一セグメントであるため、部門別の従業員数を記載しております。

　　　　2．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。

3．臨時従業員数（契約社員、嘱託社員、パートタイマー、派遣社員）は、[　]に当事業年度における平均雇用

人員を外書きで記載しております。

4．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第2【事業の状況】

1【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における世界経済は、欧州では企業マインドの改善が見られたものの先行きには不透明感が残り、

景気回復には足踏みの状態が続きました。また、米国では堅調な雇用情勢を背景に好調な景気が持続しました。日本

経済においては、消費増税に伴う内需の落ち込みも後半には持ち直しの動きが見られ、また、政府の経済政策や日銀

の金融緩和策を背景に企業収益に改善が見られるなど、緩やかながらも回復基調で推移しました。

　こうした中、当社グループは、市場のニーズに対応した製品の開発を積極的に推進するとともに、生産・販売体制

を強化し、業績の向上に努めてまいりました。

　主な取組みとして、一般用途向けモニターでは、超狭額1mmのフレームレスデザインを採用し、マルチモニター環

境下での快適性を向上させるモデルを販売しました。産業市場向けモニターでは、ATC用途のグローバル販売体制を

構築した他、船舶や監視用途向けを中心に製品ラインナップを拡充し、販売を本格化させました。また、メディカル

事業においては日本及びドイツで手術室向けのソリューション推進チームを立ち上げました。

 

　当連結会計年度における全体の売上高は、72,576百万円（前期比1.4％減）となりました。品目別の売上は次のと

おりであります。

［コンピュータ用モニター］

　売上高は、44,450百万円（前期比6.8％増）となりました。

　国内においては、主に医療市場向けモニターで消費増税に伴い一時的に需要が減少しましたが、一般用途向けや、

産業市場向けモニターが堅調に推移した結果、売上高は前期並みとなりました。また、海外においては、一般用途向

けモニターに加え、グラフィックス市場や医療市場向けモニターを中心とした特定用途向けモニターの販売も好調で

あったことから、売上高が増加しました。

 

［アミューズメント用モニター］

　売上高は、15,127百万円（前期比31.1％減）となりました。

　パチンコ遊技機の市場環境の悪化により前連結会計年度に比べ新機種の販売が減少したことから、売上高が減少し

ました。

 

［その他］

　売上高は、12,999百万円（前期比29.3％増）となりました。

　これは主に、アミューズメント用ソフトウェア受託開発の売上高が増加したことによります。

 

　利益面につきましては、売上高総利益率が前期に比べ1.5ポイント低下しました。これは主に、コンピュータ用モ

ニターの販売は堅調に推移したものの、利益率の低いアミューズメント用ソフトウェア受託開発売上高が増加したこ

とによります。また、海外を中心とした販売体制の強化に伴う人件費の増加や、広告宣伝活動及び研究開発活動を強

化したこと等により販売費及び一般管理費が増加しました。

　以上の結果、営業利益は4,472百万円（前期比34.5％減）、経常利益は4,704百万円（同41.2％減）、当期純利益は

3,321百万円（同38.9％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,057百万円減少し、18,022百万円とな

りました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動で獲得した資金は1,445百万円（前連結会計年度は4,685百万円の獲得）となりました。これは主に、運

転資金が3,797百万円（売上債権、たな卸資産及び仕入債務の増減額）増加したことや法人税等を2,325百万円支

払ったものの、税引前・減価償却等前当期純利益を6,722百万円計上（税金等調整前当期純利益＋減価償却費＋の

れん償却額）したことによります。

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動で使用した資金は3,426百万円（前連結会計年度は1,208百万円の使用）となりました。これは主に、最

適な研究開発環境の構築や、生産能力増強を目的とした設備投資により、有形固定資産を1,129百万円、無形固定

資産等を254百万円それぞれ取得したことに加え、投資有価証券を1,870百万円取得したことによります。

　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動で獲得した資金は923百万円（前連結会計年度は1,066百万円の使用）となりました。これは主に、配当

金の支出が1,281百万円あったものの、短期借入を2,204百万円実施したことによります。
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2【生産、受注及び販売の状況】
 
　当社グループは、映像機器及びその関連製品の開発・生産・販売が主であり、実質的に単一セグメントであるた

め、セグメント情報の記載を行っておりません。以下は、品目別の状況を記載しております。

 

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 金額（百万円） 前期比（％）

コンピュータ用モニター 40,589 108.6

アミューズメント用モニター 13,806 71.4

その他 3,944 98.6

合計 58,339 96.1

　（注）1．金額は販売価格によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注高及び受注残高は次のとおりであります。なお、コンピュータ用モニター及びその他の

一部製品は見込生産を行っております。

品目 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高（百万円） 前期比（％）

アミューズメント用モニター 15,183 68.6 431 114.9

　（注）1．金額は販売価格によっております。

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 金額（百万円） 前期比（％）

コンピュータ用モニター 44,450 106.8

アミューズメント用モニター 15,127 68.9

その他 12,999 129.3

合計 72,576 98.6

　（注）1．最近2連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

株式会社ジェイ・ティ 26,430 35.9 22,130 30.5

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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3【対処すべき課題】

　当社は品質・信頼性において世界トップレベルのコンピュータ用モニターやパチンコ遊技機用モニターの開発から

生産・販売までを一貫して行い、顧客満足度の高い商品を提供してまいりましたが、今後の一層の成長を図り、当社

の優位性を確固たるものとするため、従来強みとしてきた映像技術をベースに「Visual Technology Company」へと展

開してまいります。

　平成27年度を初年度とする第五次中期経営計画はこのための準備期間と位置づけ、次のような課題に取り組んでお

ります。

(1）商品開発の強化

　最新・最適のデバイスを用いた高品位・高品質の映像表示システムを開発し、圧倒的な差別化を図るよう努めて

まいります。また、市場ニーズを満たすため、商品企画のスピードアップに注力するとともに、新技術の開発、シ

ステムソリューションによる付加価値の創出及び開発期間の短縮や開発効率の一層の改善を進めてまいります。

 

(2）企業体質の強化

・開発プロセスを含む全業務プロセスでリーン化を推進し、業務遂行の迅速化、効率化を図ります。

・事業の拡大や競争力の強化、当社の持つ技術と強い相乗効果を発揮するノウハウ、技術等を取得するため、必要

に応じM＆Aを検討します。

 

(3）第五次中期経営計画における市場別の重点施策

・メディカル市場向けでは、事業領域を拡大・成長させるために、地域別では重点市場である日本、欧州で事業の

拡大を図るとともに、戦略市場として米国、中国、インド、中東に注力します。また、平成26年度に参入した手

術室向けソリューション事業を本格的に展開します。

・グラフィックス市場向けでは、静止画分野でNo.1を維持するとともに、映像制作分野でシェアNo.1を目指しま

す。

・産業市場向けでは、ATC、船舶、鉄道、監視及びFA市場を重点市場と位置づけ、ビジネスを展開します。

・アミューズメント市場向けでは、パチンコ遊技機の市場縮小に対し、開発効率を向上させる構造改革を行うとと

もに、当分野でのトップメーカーとしての地位を維持します。

 

(4）株式会社の支配に関する基本方針について

　当社は、株主全体の利益を保護する観点から、当社株式に対する大規模買付が行われた際に、大規模買付行為に

応じるか否かを株主の皆様が判断するために必要な情報と十分な時間を提供することを目的として、株式の大量取

得行為への対応方針を導入しております。

 

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

　当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ずに行われる、

いわゆる「敵対的買収」であっても、当社や株主の皆様の利益に資するものであれば、これを一概に否定するもの

ではありません。特定の者の大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、本来、最終的には当社株式

を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。

　製造業を営む当社グループにとっては、企画・設計・製造・販売・サービス等のあらゆる場面で幅広いノウハウ

と豊富な経験が必要であり、国内外のステークホルダー（取引先・社員・株主・地域）との間に築かれた関係等へ

の十分な理解が不可欠です。そのため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者にこれらに関する十分な理

解がなくては、株主の皆様が将来実現することのできる株主価値を毀損してしまう可能性があります。株主の皆様

にとっても、これらに関する十分な理解がなくては、将来実現することのできる株主価値を適正に判断することは

できません。

　そこで、当社株主の皆様が特定の者の大規模買付行為の当否について適切な判断を行うために、当該大規模買付

行為の内容、当該大規模買付行為が当社企業価値に与える影響、当該大規模買付行為に代わる提案の有無等につい

て、当社株主の皆様に必要十分な情報が提供される必要があると考えます。そのため、当社取締役会は、議決権割

合が20％以上となる当社株券等の買付行為に際しては、当該買付行為を行う買付者から事前に、株主の皆様の判断

のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されることを目的として、このような買付行為に関す

る一定の合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定することが、当社及び当社株主全体の

利益を守るために必要であると考えます。
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②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

　当社は「開発創造型企業」として、テクノロジーの可能性を追求し、顧客に新たな価値を認めていただける製品

を競合他社に先駆けて創造及び提案し、顧客の満足を得ること及び当社のステークホルダー（取引先・社員・株

主・地域）との高い信頼関係を構築していくことにより、一層の企業の成長を図ることを経営の基本方針としてお

ります。この基本方針のもと、昭和43年設立以来、当社の強みである映像表示技術を活かし、主にコンピュータ用

モニター、アミューズメント用モニター等の映像機器及びその関連製品を開発・生産し、国内外へ販売いたしてお

ります。

　今後とも、これまで培ってきた映像技術を活かし、他社の追随を許さない魅力的な付加価値を商品に付与してま

いります。

　また、当社グループの事業の拡大や競争力の強化、当社の持つ技術と強い相乗効果を発揮するノウハウ、技術等

を取得するため、必要に応じM&Aも検討します。

 

③会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みの概要

　当社は、上記①で述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組みとして、「当社株式の大量取得行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本対応方

針」といいます。）を定めています。

　本対応方針は大規模買付行為に際して株主の皆様が適切な状況判断を行えるようにするため、大規模買付者に対

して、その目的や内容、買付対価の算定根拠等の十分な情報提供と、適切な評価期間の確保を要請し、さらに、当

社取締役会による当該大規模買付行為に対する意見の公表や、代替案の提示等を行う機会を確保することを目的と

して導入されたものです。

　本対応方針の詳細に関しましては、当社ウェブサイト（http://www.eizo.co.jp/ir/news/2013/DC13-004.pdf）

に掲載しておりますので、そちらをご覧ください。

 

④本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないこ

と、当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

イ．本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであること

　本対応方針は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為がなされた場合の対応方針、独立委員会の設置、株

主及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものです。本対応方針は、大規模買付者に大規模買付行為に関す

る必要かつ十分な情報を開示していただいた後に、十分な評価期間を経た上で大規模買付行為が開始されるもの

としており、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断される際に必要な情報及び期間を確保する

ことを目的としております。また、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合でも、当該買付行為が当社

の企業価値ひいては株主価値を著しく損なうと判断される場合には、大規模買付行為に対する対抗措置を発動

し、株主全体の利益が毀損されることを防止します。このように本対応方針は、上記①で述べた基本方針に沿う

ものであると考えられます。

ロ．本対応方針が株主の皆様の共同の利益を損なうものではないこと

　本対応方針は、当社株主に対して大規模買付行為に応じて当社株式を売却するか否かの判断のために必要な情

報を提供することを目的としており、本対応方針によって株主の皆様は必要な情報に基づく適切な判断ができる

こととなりますから、本対応方針は当社の株主価値を損なうものではなく、むしろ、その利益に資するものであ

ると考えます。

　さらに、本対応方針の発効・継続が当社株主の皆様の承認を条件としており、当社株主が望めば本対応方針の

廃止も可能であることは、本対応方針が当社株主の共同の利益を損なわないことを担保していると考えられま

す。

ハ．本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

　本対応方針は、大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、本来、最終的には当社株式を保有す

る当社株主の皆様の判断に委ねられるべきことを大原則としつつ、当社の企業価値ひいては株主価値を守るため

に必要な範囲で大規模買付ルールの遵守の要請や対抗措置の発動を行うものです。本対応方針は、当社取締役会

が対抗措置を発動する場合を事前にかつ具体的に規定しており、対抗措置の発動はかかる規定に従って行われま

す。さらに、対抗措置の発動等に際して取締役会に勧告を行う独立委員会の設置等、取締役会の恣意的な判断を

防止する仕組みを有しております。

　以上のことから、本対応方針は当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えます。
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4【事業等のリスク】
 
　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある重要な事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、また、当

社グループの事業等にはこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたものがリスクのすべてではあ

りません。

 

(1）コンピュータ用モニターについて

①競争の激化

　当社グループが属するコンピュータ用モニター業界においては、多くのモニターメーカーが市場参入しておりま

すが、消費者の低価格志向が強く、恒常的に製品価格が低下する傾向にあります。特にビジネスやパーソナル用途

の一般市場向けモニターは市場環境が厳しく、多くのモニターメーカーの低価格戦略等により、製品価格の下落に

何度も見舞われてきました。

　当社グループといたしましては、販売数量のみを追うのではなく、先進性のある技術を積極的に開発し、多様化

する市場ニーズを満足させ、常に同業他社の一歩先を見据えた製品づくりを進め、付加価値を追求する方針をとっ

ております。製品の開発に当たっては、製品の画像品質や信頼性、機能等を最優先する医療市場、グラフィックス

市場、産業市場等の特定市場向けの製品開発に力を入れており、相対的に価格競争の影響を受けにくい事業構造の

構築を図っております。しかしながら、コンピュータ市場の動向や同業他社の低価格戦略、モニター市況の悪化等

の影響により、予想を超える販売価格の下落等があった場合には、一定期間あるいは特定の機種について、適正利

潤を獲得できず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②欧州市場の動向

　当社グループの連結売上高に対する欧州向けの売上割合は、当連結会計年度は34.8％（前期は30.4％）となって

おります。そのため、EU圏内の景気低迷や新たな関税及びその他の輸出障壁により、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

　また、欧州地域の取引においては主にユーロ建て取引を行っており、為替相場の変動の影響を直接的に受け易く

なっております。為替変動リスクの軽減及び回避に努めておりますが、為替変動により取引価格や売上高等が影響

を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③カントリーリスク

　当社グループは、世界各国に開発、製造及び販売拠点を有し、海外事業の拡大が進んでおります。これらの国又

は地域での事業活動にあたっては、政治的・社会的な混乱、紛争やテロ等の地政学的リスク、経済不安等のカント

リーリスクが常に内在しております。当社グループは当該国又は地域における特性を十分に把握したうえで適切な

拠点を選択し、有事の際の損害を最小限に抑えるべくリスクマネジメントの強化に努めております。しかしなが

ら、上記リスクの程度によっては当社グループの事業活動が中止又は制限される可能性があり、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

④法的規制

　当社グループは、国内外においてコンピュータ用モニターの開発、製造及び販売を行っており、事業を行う国々

において、輸出規制、関税、独占禁止、贈賄禁止等様々な法規制の適用を受けております。当社グループにおいて

は、コンプライアンス体制の整備等、法令遵守には細心の注意を払っておりますが、新たな法規制の制定や改廃に

対応できない事態が発生した場合には、当社グループの事業活動や業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）アミューズメント用モニターについて

①法的規制

　当社グループの主力製品のひとつであるアミューズメント用モニターは、パチンコ・パチスロ遊技機（以下「遊

技機」）に組込まれて使用されます。この遊技機は、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」によ

り、国家公安委員会の指定試験機関である一般財団法人保安通信協会の型式試験を受けることが義務づけられてい

ます。この試験により技術上の規格に適合し、各都道府県の公安委員会の検定に合格した遊技機は、3年間市販可能

となります。今後、法律、関係規則の改正等がある場合や試験結果の状況によっては、新機種の開発、市場投入等

に準備期間が必要となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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②製品のライフサイクル、販売数量等の変動

　当社グループのアミューズメント用モニターが組込まれている遊技機の売上動向は、市場での利用者の嗜好及び

他社から販売される機種との競合により左右されます。同一機種の販売期間は、通常1か月から2か月程度となって

おります。当社グループは市場情報の収集、調査及び分析に努め、市場のニーズを取入れたアミューズメント用モ

ニターの新機種の企画・開発を積極的に推進しております。しかし、当社グループのアミューズメント用モニター

が搭載される遊技機が人気機種になるとは限らず、結果として、販売数量及び生産数量が当初の予定数量を下回

り、専用部品等の廃棄費用が発生する場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、

パチンコホール数や遊技人口の減少により市場の総販売台数が減少し、当社の販売数量が減少することも考えら

れ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③特定の取引先等への依存

　当社グループが販売しておりますアミューズメント用モニターは、遊技機メーカーである三洋物産グループ向け

であります。三洋物産グループの遊技機の販売、開発、製造状況等によっては、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

④使用部品の変更

　当社グループのアミューズメント用モニターが組込まれている遊技機は、一般財団法人保安通信協会の型式試験

を受け、合格する必要があります。一度合格した機種に使用している部品を変更するためには再度、型式試験を受

け合格する必要があります。当社グループは、仕入先と綿密に情報交換を行い、使用部品を安定的に調達するよう

努めておりますが、不測の事態等によってアミューズメント用モニターに使用している部品が調達不能となった場

合、代替部品を使用した機種を販売するまでに一定の時間を要するため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

(3）使用部品の市場変動について

①部品の調達

　当社グループは、液晶パネルや半導体等すべての部品を外部供給者に依存しており、部品がタイムリーに調達で

きない場合、当該部品を使用した当社グループ製品の販売に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループは、調達先の安定供給能力や事業継続計画の有無等の総合的な評価により、採用する部品や仕入先

を決定しております。また、一定量以上の在庫を確保するとともに、部品選定において複数種類を選定する等、部

品の調達問題に起因する影響を最小限に抑える管理体制を構築しております。

　しかしながら、当社グループの予想を上回って需給バランスが崩れ逼迫状態となった場合、調達先の事業の統合

や売却等の業界再編等に伴う事業方針の変更等があった場合に、一定期間において当社グループの生産の停止、販

売の遅延、受注のキャンセル等が生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②主要部品の価格変動

　当社グループが販売しております液晶モニターの販売価格は、主要部品である液晶パネルの調達価格に大きく左

右されます。一般的に液晶パネルの需給逼迫時には液晶モニターの販売価格も値上げ方向、緩和時には値下げ方向

となり、液晶パネルの需要が大きく落ち込んだ場合には急激な値崩れが起きる場合があります。

　また、当社グループが調達する液晶パネルをはじめとした主要部品は、国際価格として米ドル建てで取引される

場合があり、日本円に対し米ドルが急激に上昇する局面では、部品調達価格の高騰から製造コストが上昇し、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）次世代技術について

　当社グループの主力製品には液晶パネルを搭載しておりますが、今後、映像技術の革新に伴って、液晶パネルに

代わる次世代の映像デバイスが市場の主流となる可能性は十分に考えられます。

　当社グループにおいては、次世代の映像デバイスの評価検討や工業化研究等の必要な研究開発を積極的かつ継続

的に実施しております。しかしながら、将来的に次世代の映像技術として当社グループで想定していなかった技術

が、より早期に画期的な進歩を遂げる可能性があります。そうしたときに、当社グループの新技術への対応が遅

れ、市場の創造期及び成長期に製品を投入できず、同業他社に遅れをとることによりビジネスチャンスを失い、結

果として、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）人材の確保について

　当社グループは、競争の激しい業界を将来にわたって勝ち抜くために、優れた人材を確保する必要があります。

また、当社グループでは、人材の育成も重要であると考え、評価制度、能力開発を支援する教育プランの提供や適

材適所の配置等を通じて、社員のモチベーションを高め、社員の定着と育成に努めております。

　しかしながら、優秀な人材に対する需要は強いものの、雇用関係の流動化も進んでいる中で、常に優秀な人材を

安定的に採用・確保できる保証はなく、優秀な人材が多数離職した場合及び優秀な人材の獲得や育成が計画通りに

進まなかった場合には、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性があります。
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(6）品質問題について

　当社グループは、品質不具合の製品の市場流出を確実に防止するため、製品の開発・設計から製造に至るまで一

貫した品質管理システムを構築し、更に改善を進めております。また、業界最長となる5年間の製品保証期間を主要

なコンピュータ用モニターで採用し、顧客満足度を高めるよう努力しております。しかしながら、当社グループの

製品で品質問題が発生した場合には、ブランドの失墜、信頼性の毀損、損害賠償の発生、市場の喪失、製品販売の

減少等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7）知的財産権について

　当社グループが属する電子機器業界は、技術革新が著しく、同業他社も含め、各社が特許権、実用新案権、商標

権、意匠権等を積極的に出願しております。

　当社グループは、独自の技術等については積極的に出願を行うとともに、他社の特許等の情報収集を図り、知的

財産権の管理を強化しております。また、併せて当社グループの特許権や商標権等の知的財産権に対する他社の侵

害状況についても監視や警告体制を強化しております。しかしながら、他社の出願状況や内容は一定期間公表され

ない等の理由により、予期しない特許侵害警告、訴訟、損害賠償請求、ライセンス契約申入等を受けることがあり

ます。

　また、場合によっては販売停止、多額の和解金、賠償金、訴訟対応費用の支出、不利なライセンス契約等によ

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8）環境規制について

　当社グループは、従来から製品への有害物質や紛争鉱物の使用を排除し、リサイクル性や分解容易性に優れた機

構・デザインの採用や製品使用時の消費電力の削減に取組む等、一貫して環境に配慮した製品づくりを経営方針と

しております。また、環境に対する社会動向についても、関連する業界団体に積極的に参画し、情報の収集に努め

ております。しかしながら、今後新しい環境規制等が施行されることにより、規制に対応するための追加コストが

発生する場合や適合製品の開発及び市場投入が遅れる場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(9）情報漏洩リスクについて

　当社グループは、事業活動を通じて、顧客やその他関係者に関する機密情報を入手する場合があります。当社グ

ループは、このような情報の外部流出防止のために、情報保護プログラムに基づき社内の組織体制を整備し、従業

員への情報管理に対する重要性の啓蒙・教育に努めております。しかしながら、不測の事態等により当社グループ

が気づかないうちに、情報が外部に漏洩した場合には、影響を受けた顧客やその他関係者に対する損害賠償の発

生、関連法令等に基づく罰則の適用及び当社グループに対する社会的信用が損なわれ、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(10）コンプライアンスに係るリスクについて

　当社グループは、事業遂行するに当たり世界各国で様々な法令諸規則の適用を受けているため、コーポレート・

ガバナンス、コンプライアンス及びリスク管理を経営上の重要な課題と位置付けており、内部統制システムの基本

方針を定め、その充実・強化を図っております。しかしながら、万一法令違反行為が発生した場合には、社会的信

頼が損なわれ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(11）自然災害等について

　当社グループは、国内外に製造工場や研究開発施設を有しております。当社グループでは、地震や台風、洪水等

の自然災害への防災対策を進め、それに伴う影響を最小限に抑えるような体制の整備に努めております。また、日

本、ドイツ及び中国の工場間の連携を高め、生産体制の最適化を図るとともに、災害等に対するリスクの分散を進

めております。しかしながら、想定をはるかに超えた大規模な自然災害が発生した場合には、当社グループの開発

や生産設備に影響を及ぼす可能性があり、一定期間の操業の中断、被害を被った設備の修理や交換等の損失が発生

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、想定を大きく上回る自然災害等により、当社グループの製造工場に影響がない場合でも、仕入先からの部

品供給が中断された場合には、一定期間において当社グループの生産の停止、販売の遅延、受注のキャンセル等が

生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

5【経営上の重要な契約等】
 
　該当事項はありません。
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6【研究開発活動】
 

当社グループは、コンピュータ用モニター及びアミューズメント用モニターを中心とする映像機器及びその関連製

品の研究開発に取組んでおり、当社グループが保有する固有の要素技術を有機的に結合させた高付加価値製品の開発

を行っております。

当社グループが開発している映像機器は、IT技術やデジタル機器の進化と発展に伴い、写真や動画を利用した視覚

的なコミュニケーションが身近な手段となっているほか、各種情報のデジタル化により社会インフラで映像技術が広

範囲に活用されており、人とのインターフェースとしての重要性がより一層高まっております。また、顧客ニーズの

多様化も進んでおります。当社グループでは、従来以上に、顧客ニーズを満たす先進的な製品を企画・提案し、短期

間で開発するとともに、ハードウェアとソフトウェアを融合した新しいソリューションの提供に向け、研究開発を強

化しております。

当社グループの開発拠点は、日本に加え、ドイツ及び米国にあります。各々が企画・製造・販売と連携しており、

顧客ニーズに合致した製品をタイムリーに市場投入することが可能な開発体制をとっております。

また、当社グループは開発人材の増強や開発環境の整備・充実等、研究開発力の強化に努めるとともに、要素技術

の開発にも注力しております。製品別では、既存の製品開発に加え、高付加価値化と製品構成の多様化を図るため、

医療、グラフィックス、産業用市場等に対する製品やシステム提案型の製品等の開発を積極的に進めてきました。

当連結会計年度の研究開発活動に要した費用は、前連結会計年度と比べ252百万円増加し、6,049百万円となりまし

た。その主な研究開発の成果は以下のとおりであります。なお、当社グループの主たる事業は映像機器及びその関連

製品であり、すべて共通として一括記載しております。

 

(一般市場向けモニターの開発)

・超狭額（1mm）ワイドモニターの開発

　23.8型モニター「EV2450」、24.1型モニター「EV2455」を開発しました。モニターベゼル部が1mmのフレームレスデ

ザインを実現しており、複数の液晶モニターを組合せて使用するマルチモニター用途においては、画面間の継ぎ目で

視線移動が途切れにくく、複数画面にまたがる情報もストレスなく参照できます。また、液晶モニター本体の薄型化

やスタンドの小型化等、徹底的に無駄を排したデザインにより映像への没入感を高めました。

 

・4Kモニターの開発

ユーザーの疲れ目対策等の人間工学的な性能の向上や、消費電力の抑制等の環境面に配慮した高解像度モニター

「EV3237」を開発しました。解像度4K（3840×2160ドット）の高解像度情報を細部まで見やすい31.5型の大画面に表

示できるため、金融市場やCAD、地図表示、表計算ソフトなどを多用する一般事務等、同時に大量の情報を表示させる

用途での業務効率向上が図れます。また、広視野角IPS液晶パネルを採用することで、大画面でも隅々までクリアに参

照できるよう配慮しました。

 

・正方形モニター（26.5型）の開発

　縦横比1：1の高解像度モニター「EV2730Q」を開発しました。フルHD解像度（1920×1080ドット）と比較し、縦方向

の解像度が約78%広く使える正方形（1920×1920ドット）解像度の表示に対応し、縦方向にも横方向にも情報が広がる

CADやデザイン、ソフトウェアのプログラミング等の用途に最適なワークスペースを提供します。

 

(医療市場向けモニターの開発)

・医用画像参照用モニターの開発

　広視野表示を実現させるIPS液晶パネルの搭載や、表示画面上の輝度均一性を向上させる補正回路の実装等、優れた

基本性能を備えた、電子カルテ画像表示用の24.1型モニター「MX242W」を開発しました。バックライトにLEDを採用し

たことで、CCFL（Cold Cathode Fluorescent Lamp 冷陰極管）バックライトを搭載した従来機種と比べて長寿命化、

低消費電力化を実現しました。

 

・アンチリフレクション(AR)コーティング仕様モニターの開発

　従来モデルとは表面処理が異なる31.1型8メガピクセルのカラーモニター「RX850-AR」及び30型6メガピクセルのカ

ラーモニター「RX650-AR」を開発しました。両モデルは、既存モデルであるRX850とRX650をベースに、画面表面の反

射防止加工を従来とは異なる新たな加工法を用いることで外光の映り込みを低減し、デジタルマンモグラフィや胸部

レントゲン等の高画質が求められる医用画像を更に鮮明で見やすく表示させることを可能としました。

 

・手術室向け映像ソリューションの開発

　手術室内の天吊り設置を想定した27型高輝度モニター「EX270W」を開発しました。表面に貼付したガラスにより、

手術中、清掃中の衝撃や汚れ、水分から液晶画面を保護するとともに、入力端子部のモジュール化によるスマートな

配線を実現しました。
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(グラフィックス市場向けモニターの開発)

・カラーマネージメント液晶モニターの開発

　CAD・デザイン・広告宣伝などの法人グラフィックス市場で求められる正確な色表示を行うための性能を凝縮した、

24.1型カラーマネージメント液晶モニター「CS240」を開発しました。印刷業界の基準色を網羅するAdobe RGBカバー

率99％の広色域、表示ムラ補正回路の搭載による画面均一表示、工場での全階調調整による滑らかな階調表現等を実

現しました。

 

(エンターテインメント市場向けモニターの開発)

・エンターテインメントモニター「FORIS」シリーズの開発

　23.8型液晶モニター「FS2434」を開発しました。フレームレスデザインに加え、暗いシーンが多い映像を自動補正

で見やすく表示する独自の視認性向上技術「Smart Insight」を進化させ、明暗の自動補正に加えて色合いも補正する

ことで、ゲームや動画、アニメなどを見やすく表示します。

 

(産業市場向けモニターの開発)

・IPカメラ対応監視システム用モニターの開発

　監視システム用モニター「FDF2304W-IP」にて、ネットワーク監視カメラ等の標準規格であるONVIF（Open Network

Video Interface Forum）に対応しました。これにより、接続可能カメラの大幅な拡充を図り、成長を続ける監視市場

に対する商品力を強化しました。

 

・船舶向けモニターの開発

　船舶向けの海図やレーダー等、航海情報表示用の19型及び25.5型のパネルマウント型モニター「FDS1904」、

「FDU2603W」、5点マルチタッチをサポートする「FDS1904T」、「FDU2603WT」の4モデルを開発しました。電子海図表

示システム（ECDIS）に要求される国際規格であるIECの色規格、各国の船級規格に適合するとともに、耐振性・防

塵・防滴機構構造によって高い耐久性を実現しています。

また、大型商船の操舵室向け46型モニター「DV4624」を開発しました。国際規格に準拠した耐熱、振動試験、防

塵、防滴試験を行い、船舶搭載用途に求められる耐久性を実現しています。また、幅広い輝度調整により、昼夜問わ

ず快適な業務遂行を支援します。

 

・ATC市場向け画像表示ソリューションの開発

　航空管制業務用の57.5型モニター「RP5824」を開発しました。対応解像度は4K（3840×2160ドット）で2K×2K

（2048×2048ドット）解像度のレーダー映像に加え、航空管制に利用する各種映像情報を同一画面内に表示可能であ

り、輝度安定及び電源二重化により、業務遂行におけるモニターの信頼性を向上させました。

また、4K×2K（4096×2048ドット）、2K×2K解像度の航空管制映像を無劣化・高圧縮で保存・再生できるビデオレ

コーダー「Re/Vue Mini Duo」を開発しました。電源・イーサネットの二重化により、データ損失のない安定運用を実

現します。

 

・オプティカルボンディング技術の導入

　モニターの高視認性や高耐久性等が求められる市場に対応するとともに、競合他社との圧倒的な差別化を図るた

め、当社独自のオプティカルボンディング技術を確立し、同技術を搭載したモニターの量産化を開始しました。
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7【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 
　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度の売上高は、前期比1.4％減の72,576百万円となり、経常利益は同41.2％減の4,704百万円、当期純

利益は同38.9％減の3,321百万円となりました。

売上高

　「第2　事業の状況　1．業績等の概要　(1)業績」に記載のとおりであります。

売上総利益

　売上総利益は、コンピュータ用モニターの販売は堅調に推移したものの、主にアミューズメント用モニターの減収

により、前連結会計年度に比べ1,434百万円減少し21,781百万円となりました。売上総利益率は、利益率の低いア

ミューズメント用ソフトウェア受託開発売上高が増加したこと等により、1.5ポイント低下し30.0％となりました。

営業利益

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ926百万円増加し17,309百万円となり、売上高に対する比率は1.6

ポイント上昇し23.8％になりました。販売費及び一般管理費の主な増加要因は、海外を中心とした販売体制の強化に

伴う人件費の増加や、広告宣伝活動及び研究開発活動を強化したことによります。営業利益は、売上総利益が減少

し、販売費及び一般管理費が増加した結果、前期比34.5％減の4,472百万円となり、売上高営業利益率は3.1ポイント

低下し6.2％となりました。

経常利益

　経常利益は、営業利益が減少した他、当連結会計年度では為替差損を計上したこともあり、前期比41.2％減の

4,704百万円となりました。これに伴い、売上高経常利益率は4.4ポイント低下し6.5％となりました。

税金等調整前当期純利益

　税金等調整前当期純利益は、経常利益の減少等により前期比41.1％減の4,704百万円となりました。

法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額

　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計額は、前連結会計年度に比べ1,165百万円減少し、1,383百万円

となりました。税金等調整前当期純利益に対する法人税等負担率は、税制改正に伴う繰延税金資産の取崩しがあった

ものの、繰延税金資産に対する評価性引当額の減少もあったことから、2.5ポイント低下し29.4％となりました。

当期純利益

　以上の結果、当期純利益は、前期比38.9％減の3,321百万円となり、売上高当期純利益率は、前期に比べ2.8ポイン

ト低下し4.6％となりました。

 

(2)当連結会計年度の財政状態の分析

資産の部及び負債の部

　当連結会計年度における資産及び負債の状況は、前連結会計年度末と比較し、資産合計は13,587百万円増加し

106,519百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が増加したことや、保有株式の株価の上昇により投

資有価証券の評価額が増加したことによります。

　負債合計は、外貨建ての債権に対する為替リスクのヘッジを目的とした外貨借入の実施や保有株式の株価の上昇に

よる繰延税金負債の増加等により3,495百万円増加し27,225百万円となりました。

純資産の部

　純資産合計は、10,092百万円増加し79,293百万円となりました。これは主に、当期純利益を計上したことに加え、

その他有価証券評価差額金が増加したことによります。自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.1ポイント低下し

74.4％となりました。

 

　なお、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については「第2　事業の状況　1．業績等の概要　(2)

キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。

 

EDINET提出書類

ＥＩＺＯ株式会社(E02069)

有価証券報告書

19/84



(3)流動性及び資金の源泉について

　当社グループは、「第3　設備の状況　3．設備の新設、除却等の計画」に記載のとおり、主に最適な研究開発環境

の構築や、生産能力増強を目的に設備投資を実施する予定としており、これらの設備資金の需要が発生いたします。

また、設備資金を除く当社の主な資金需要は、運転資金や新製品の開発に係る研究開発資金であります。

　当該資金は、営業活動で生み出された内部資金で賄う予定であります。

 

(4)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、日本で一般に公正妥当と認められている会計基準に従って作成されております。

当社グループは、連結財務諸表の作成に際し、連結決算日における資産・負債の決算数値及び偶発債務の開示並びに

会計期間における収益・費用の決算数値に影響を与える見積りを、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々

な要因に基づいて行っております。このため、会計上の見積りはその性質上不確実であり、実際の結果と異なる場合

があります。

　なお、当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、連結財務諸表作成における重要な見積りと判断に大きな影

響を及ぼすものと考えております。

売上債権の貸倒引当金

　当社グループは、売上債権の貸倒損失に備え回収不能となる可能性のある金額を合理的に見積り、その額を貸倒引

当金として計上しております。将来、販売先の財務状況が悪化し、支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上

又は貸倒損失が発生する可能性があります。

たな卸資産の評価減

　当社グループは、たな卸資産の市場需要に基づく将来の消費見込み及び販売見込み並びに市場状況に基づく時価の

見積額を測定し、たな卸資産が将来に獲得可能なキャッシュ・フローを見積り、必要な評価減を計上しております。

実際の市場における需要又は時価が当社の見積りより悪化した場合には、追加の評価減が必要となる可能性がありま

す。

有形固定資産及び無形固定資産の減損

　当社グループは、減損会計を適用しており、前連結会計年度以前に認識した減損損失を除き、減損損失を認識する

有形固定資産及び無形固定資産は存在しておりません。当社グループでは、固定資産の種類別、所在地別又は目的別

に、物理的及び経済的な価値並びに耐用年数を見積り、償却手続きを実施するとともに、必要に応じて有姿除却等の

措置をとっております。また、当該資産の除却に関して法令又は契約にて要求される法律上の義務及びそれに準じる

ものを資産除去債務として見積もり、負債として認識しております。しかしながら、固定資産の価値、耐用年数の見

積り、その評価又は除却に係る算定等で使用した前提条件と大きく異なる状況が生じた場合には、償却や損失の追加

が必要となる可能性があります。

　また、のれんについては、買収した事業の超過収益力に応じてのれんを評価し、10年間で均等償却としておりま

す。重要性のないのれんについては取得時に一括して償却しております。当初見込んだ回収期間の中途において、買

収事業の収益力が低下した場合や買収事業の撤退や売却等があった場合には、臨時の損失が発生する可能性がありま

す。

投資の減損

　当社は、取引金融機関、販売又は仕入に係る取引先等の株式を保有しております。これらの株式のうち、上場株式

では株式市場の価格変動リスクを負っているため、連結決算日の時価が取得価額から50％以上下落した場合には減損

を認識いたします。また、連結決算日の時価が取得価額から30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性の判定

を合理的な基準に基づき行い、回復する見込みがあると判断したものを除き、減損を認識いたします。非上場株式で

は投資先の純資産額における当社持分額が取得価額より50％以上下落した場合には、減損を認識いたします。した

がって、保有株式の時価評価額の下落により、投資有価証券評価損を計上する可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性

　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、将来の課税所得を合理的に見積っております。繰延税

金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積額が減少した場合は繰延税金資産が減額さ

れ税金費用が計上される可能性があります。

　また、繰延税金資産は当連結会計年度末における法定実効税率に基づき計上しておりますが、将来税制改正により

税率が変更された場合には、繰延税金資産の残高が増減する可能性があります。
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製品保証債務

　当社グループは、製品の販売収益を認識する時点で、当該製品に係る製品保証債務の見積額を製品保証引当金とし

て計上しております。当社の製品保証債務は、製品不具合の発生率及び製品不具合を修理する際に発生する修理コス

トに影響されます。製品保証債務の見積りは、過去の実績に基づいておりますが、実際の製品不具合の発生率又は修

理コストが当社の見積りより増加した場合には、製品保証債務の見積額の追加が必要となる可能性があります。

ソフトウェア受注損失引当金

　当社グループは、受注制作のソフトウェアを開発し、販売しております。受注制作ソフトウェアの開発中の案件の

うち、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについ

ては、損失見込額を計上しております。計上の対象となる新たな不採算案件の発生や、既に計上されている案件の作

業工数の変更、案件の仕上がり等により、追加引当が必要となる可能性があります。

特許クレーム等債務

　「第2　事業の状況　4．事業等のリスク　(7)知的財産権について」に記載のとおりであります。

退職給付債務

　当社と一部の連結子会社は、退職給付債務を数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出しております。算出

の前提条件には、割引率、昇給率、退職率、死亡率、長期期待運用収益率等があり、当社及び国内連結子会社では、

割引率は当連結会計年度末における日本の優良社債の市場利回りを、長期期待運用収益率は現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して設定し、毎期

見直しております。海外連結子会社では、割引率は過去の一時点におけるその国の安全性の高い債券の市場利回りを

基礎として設定し、毎期見直しております。

　また、当社と一部の国内・海外連結子会社は、退職金制度の一部として確定拠出年金制度を採用しており、一般的

に割引率の低下や年金資産運用の悪化による損失は受けにくいと考えられます。しかしながら、一部当社グループで

は確定給付型年金制度及び退職一時金制度も採用しており、その基礎率が変動した場合、その影響は数理計算上の差

異として将来にわたって規則的に認識されるため、将来期間における費用及び債務に影響を及ぼします。

 

(5)市場変動リスクに関する定量的及び定性的開示について

　当社グループは、為替、金利、株価等の市場変動リスクに晒されております。当社グループでは、外貨建金銭債権

債務の為替変動リスクに対して為替予約やオプション等を用いてヘッジを行う場合があります。取引相手は信用度の

高い金融機関等に限定しており、債務不履行による損失の可能性は少ないと考えております。

　なお、当連結会計年度末における為替、金利、株価等の市場変動リスクに対する取組方針、ヘッジ状況、評価損益

等については、「第5　経理の状況　1．連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（金融商品関係）及び（デリ

バティブ取引関係）」に記載のとおりであります。

　また、当社グループの事業活動においては、市場変動リスクのほかに、金額又は数量で表すことができないカント

リーリスクや法的リスク等の潜在的リスクが存在しております。
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第3【設備の状況】

1【設備投資等の概要】

　当連結会計年度においては、主に研究開発体制及び生産体制の充実・強化を目的とし、総額1,414百万円の設備投資

を行いました。

　内訳としては、効率的な開発設計を行うためのツールを導入する等、最適な研究開発環境の構築を目的とした設備

等に302百万円投資しました。また、生産能力増強のための設備等に258百万円、金型等に451百万円、その他事業活動

効率の向上のための社内システム等に402百万円を投資しました。

 

2【主要な設備の状況】
 
　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成27年3月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社・研究開発棟・工場

（石川県白山市）

全社統括業務
研究開発用設備
生産設備

2,675 123
1,720

(78,643)
506 5,026 644

福留事務所

（石川県白山市）
研究開発用設備 211 0

120

(5,245)
0 333 -

 

(2）国内子会社

平成27年3月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

EIZOエムエス㈱
本社・羽咋工場

（石川県羽咋市）
生産設備 332 181

197

(19,813)
2 713 91

EIZOエムエス㈱
七尾工場・物流倉庫

（石川県七尾市）

生産設備
物流設備

323 29
647

(24,815)
1 1,001 66

EIZOエムエス㈱
鹿島倉庫

（石川県鹿島郡中能登町）
物流設備 14 0

137

(8,783)
0 151 -

アイレムソフトウェア
エンジニアリング㈱
（東京都千代田区他）

研究開発用設備 85 - - 51 136 257
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(3）在外子会社

平成27年3月31日現在
 

会社名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

EIZO GmbH

（Karlsruhe,Germany）

研究開発用設備
生産設備
販売設備

- 24 - 159 184 139

EIZO Technologies GmbH

（Wolfratshausen,Germany）

研究開発用設備
生産設備
販売設備

- 90 - 70 160 67

生産設備
販売設備

1 0 - 50 51 57

　（注）1．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

2．金額には消費税等は含まれておりません。

3．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

 

(a）提出会社

事業所
（所在地）

設備の内容
従業員数
（人）

年間賃借及び
リース料
（百万円）

東京営業所他7拠点

（東京都港区他）
販売設備 102 109

 
(b）在外子会社

会社名
（所在地）

設備の内容
従業員数
（人）

年間賃借及び
リース料
（百万円）

EIZO GmbH

（Karlsruhe,Germany）
研究開発・生産・販売設備 139 114

EIZO Europe GmbH

（Mönchengladbach,Germany）
販売設備 78 52

EIZO Technologies GmbH

（Wolfratshausen,Germany）
研究開発・生産・販売設備 67 32

EIZO Inc.

（Cypress,CA,U.S.A.）
販売設備 27 31
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3【設備の新設、除却等の計画】
 

(1）重要な設備の新設等

　当連結会計年度末現在において計画中である主な設備の新設は、次のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定

完成後の増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

EIZO(株)
本社工場
（石川県白山市)

生産用工場及び
設備等

3,412 2 自己資金 平成27年2月 平成28年2月
生産設備の効率性、生
産能力の増強

EIZO GmbH

（Karlsruhe,Germany）

新本社・工場

生産及び研究開

発用設備等

1,100 - 自己資金
平成28年

3月期

平成28年

3月期

生産及び開発機能の強
化並びに効率性の向上

主に本社・研究開
発棟・工場

（石川県白山市）

研究開発用基盤

設備等
670 - 自己資金 平成27年4月 平成28年3月

研究開発力の向上及び
効率性の改善

主に本社・研究開
発棟・工場
（石川県白山市）

インフラ設備・

生産設備等
1,048 - 自己資金 平成27年4月 平成28年3月

試験評価及び生産設備
等の効率性の向上

主に本社・研究開
発棟・工場
（石川県白山市）

金型 576 - 自己資金 平成27年4月 平成28年3月
新製品開発・製造用金
型

EIZOエムエス㈱
羽咋工場
（石川県羽咋市）

生産設備等 349 - 自己資金 平成27年4月 平成28年3月
生産設備の効率性、生
産能力の増強

計 7,156 2     

　（注）金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第4【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成27年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年6月22日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,731,160 22,731,160
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 22,731,160 22,731,160 - -

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成15年9月18日

（注）
450,000 22,731,160 395 4,425 395 4,313

　（注）オーバーアロットメントによる売出しに関連した有償第三者割当（割当先：野村證券株式会社）

発行価格1,843円　　資本組入額879円　　払込金総額790百万円

 

（6）【所有者別状況】

平成27年3月31日現在
 

区分

株式の状況（1単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） - 33 33 71 148 10 8,372 8,667 -

所有株式数

（単元）
- 56,582 1,624 39,412 56,491 661 72,497 227,267 4,460

所有株式数の

割合（％）
- 24.9 0.7 17.3 24.9 0.3 31.9 100.0 -

　（注）自己株式1,410,318株は、「個人その他」に14,103単元、「単元未満株式の状況」に18株含まれております。
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（7）【大株主の状況】
 

  平成27年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り1丁目2-26 794 3.50

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE NVI01

 

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

 

（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

765 3.37

株式会社北國銀行 石川県金沢市広岡2丁目12番6号 744 3.28

MSIP CLIENT SECURITIES

 

（常任代理人　モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U.K.

 

（東京都千代田区大手町1丁目9-7　　

大手町フィナンシャルシティ　サウス

タワー）

696 3.06

野村信託銀行株式会社

（信託口2052122）
東京都千代田区大手町2丁目2-2 675 2.97

村田　ヒロシ 京都府京都市左京区 670 2.95

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町2丁目11番3号 665 2.93

株式会社ヒロアキコーポレーション 京都府長岡京市天神2丁目2-26 567 2.50

株式会社ハヅキコーポレーション 京都府長岡京市天神2丁目2-26 567 2.50

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1丁目8-11 495 2.18

計 - 6,644 29.23

 （注）1．上記のほか、自己株式が1,410千株あります。

　　　2．「野村信託銀行株式会社（信託口2052122）」、「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）」及

び「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）」の所有株式は、信託業務に係る株式です。

　　　3．LSV Asset Managementから、平成26年6月30日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成26年6月23日現在

で1,154千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、LSV Asset Managementの大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

エルエスブイ・アセット・マネジメ

ント（LSV Asset Management）

アメリカ合衆国デラウェア州ウィルミ

ントン、センタービル・ロード2711、

スイート400、コーポレーション・

サービス・カンパニー気付（c/o

Corporation Service Company, 2711

Centerville Road, Suite 400,

Wilmington, DE 19808 U.S.A.）

1,154 5.08
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　　　4．日本バリュー・インベスターズ株式会社から、平成27年3月2日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成

27年2月27日現在で1,197千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、日本バリュー・インベスターズ株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

日本バリュー・インベスターズ株式

会社

東京都千代田区神田司町二丁目2番2

号　大森ビル3階
1,197 5.27

 

（8）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年3月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,410,300
- -

完全議決権株式（その他）
普通株式

21,316,400
213,164 -

単元未満株式
普通株式

4,460
- 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 22,731,160 - -

総株主の議決権 - 213,164 -

 

②【自己株式等】

平成27年3月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

EIZO株式会社
石川県白山市
下柏野町153番地

1,410,300 - 1,410,300 6.20

計 - 1,410,300 - 1,410,300 6.20

 

（9）【ストック・オプション制度の内容】

該当事項はありません。
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2【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第7号に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（2）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 73 197

当期間における取得自己株式 - -

　（注）当期間における取得自己株式には、平成27年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 - - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
- - - -

その他

（　-　）
- - - -

保有自己株式数 1,410,318 - 1,410,318 -

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成27年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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3【配当政策】
 
　会社の利益配分につきましては、今後の事業拡大のための設備や研究開発投資に必要となる内部資金の確保、財務

状況及び将来の業績等を総合的に勘案の上、配当や自己株式取得等により株主還元を実施することを基本方針として

おります。

　配当につきましては、会社の成長に応じた安定的な配当を継続的に行うこととしており、株主への還元率（総還元

性向）は、連結当期純利益の40％～50％を目標水準とし、それを達成すべく収益基盤の強化に努力してまいります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、業績の状況を総合的に勘案した結果、1株につき30円（前事業年度と同

額）とさせていただきます。この結果、既に平成26年11月28日に実施済の中間配当金30円と合わせまして、年間配当

金は1株につき60円（前事業年度実績の年間配当金は1株につき55円）とさせていただきます。

　内部留保資金につきましては、変化の激しい経済環境、技術革新に対応すべく、経営体質の強化や研究開発を中心

に活用していきたいと考えております。

　また、配当につきましては、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行う方針としております。なお、剰余

金の配当等会社法第459条1項に定める事項につきましては、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議に

よらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円）

平成26年10月30日

取締役会決議
639 30

平成27年 5月19日

 取締役会決議
639 30

 

4【株価の推移】

（1）【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月

最高（円） 2,383 1,993 1,783 2,872 2,856

最低（円） 1,400 1,260 1,186 1,442 1,999

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（2）【最近6月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年1月 2月 3月

最高（円） 2,526 2,363 2,379 2,600 2,714 2,819

最低（円） 1,999 2,052 2,166 2,211 2,505 2,560

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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5【役員の状況】
 

男性 9名　女性 0名　（役員のうち女性の比率 0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役社長  実盛　祥隆 昭和19年 4月16日生

 
平成 6年 4月 Murata Europe Management

GmbH Geschäftsführer 退任

平成 6年 5月 当社常務取締役就任

平成 6年10月 Nanao USA Corporation

（現EIZO Inc.）President 就任

平成 7年 6月 当社代表取締役専務就任

平成 9年 4月 アイレムソフトウェアエンジニアリ

ング株式会社代表取締役社長就任

（現任）

平成 9年 6月 当社代表取締役副社長就任

平成10年 2月 エイゾーサポートネットワーク株式

会社(現EIZOサポートネットワーク

株式会社）代表取締役会長就任

平成13年 6月 当社代表取締役社長就任（現任）

平成13年 6月 七尾電機株式会社（現 EIZOエムエ

ス株式会社）代表取締役社長就任

（現任）

平成15年 3月 エイゾーサポートネットワーク株式

会社（現EIZOサポートネットワーク

株式会社）代表取締役社長就任

（現任)

平成17年 7月 Eizo Nanao AG（現EIZO AG）

Präsident就任（現任）

平成23年 8月 EIZO Europe GmbH President & CEO

就任（現任）
 

(注)3 142

代表取締役副社長 最高財務責任者 田邊 　農 昭和19年12月12日生

 
平成 9年11月 株式会社村田製作所財務部長退職

平成 9年12月 当社専務取締役就任

平成13年 6月 当社代表取締役専務就任

平成16年 6月 当社代表取締役副社長就任（現任）

平成20年 8月 最高財務責任者（現任）
 

(注)3 64

取締役

常務執行役員

アミューズメン

ト事業担当

小野　正貴 昭和33年11月15日生

 
平成 2年 3月 当社入社

平成14年10月 映像技術開発部長

平成16年 6月 執行役員

平成17年 6月 情報メディアシステム開発部長

平成17年 6月 当社取締役就任（現任）

平成18年10月 ソフトウェア技術開発担当

平成20年 4月 開発プロセス改革担当、技術支援部

長

平成21年 5月 品質保証部長

平成22年 1月 常務執行役員（現任）、アミューズ

メント事業担当（現任）、アイレム

ソフトウェアエンジニアリング株式

会社常務取締役就任（現任）
 

(注)3 6

取締役

常務執行役員

総務部長

人事部長

村井　雄一 昭和31年 8月25日生

 
昭和54年 3月 当社入社

平成13年 4月 人事部長

平成18年 4月 執行役員

平成19年 6月 当社取締役就任（現任）

平成23年 7月 総務部長

平成23年10月 常務執行役員（現任）

平成24年10月 人事部長

平成25年10月 総務人事担当
 
平成26年 5月

 

平成26年10月

 
董事

就任（現任）

総務部長兼人事部長（現任）
 

(注)3 8
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

執行役員

企画部長

海外営業部長

志村　和秀 昭和36年 9月16日生

 
昭和60年 3月 当社入社

平成16年10月 企画部長（現任）

平成18年 4月 執行役員（現任）

平成21年 2月 産業モニター事業推進部長

平成21年 4月 EIZOダイレクト販売部長

平成21年 6月 当社取締役就任（現任）

平成22年 3月

 

 
董事

就任（現任）、董事長就任

平成22年 7月 メディカル事業グローバル推進部長

平成23年 9月 海外営業部長（現任）
 

(注)3 8

取締役  鈴木　正晃 昭和22年 5月21日生

 
昭和46年 4月 株式会社日本勧業銀行（昭和46年10

月　株式会社第一勧業銀行、現株式

会社みずほフィナンシャルグルー

プ）入行

平成11年 6月 株式会社第一勧業銀行取締役、営業

七部長

平成13年 5月 同行常務執行役員

平成14年 4月 株式会社みずほコーポレート銀行常

務執行役員

平成15年 3月 株式会社みずほ銀行常務執行役員

平成16年11月 日本土地建物株式会社専務執行役員

平成17年 6月 北越製紙株式会社常務取締役

平成21年 6月 北越パッケージ株式会社代表取締役

社長

平成23年 6月 日本土地建物株式会社顧問

平成24年 6月 当社取締役就任（現任）
 

(注)3 0

常勤監査役  上野　英一 昭和28年 7月21日生

 
昭和51年 4月 株式会社北陸銀行入行

平成16年 6月 同行石川地区事業部副本部長兼金沢

支店長

平成18年 6月 同行福井地区事業部副本部長兼福井

支店長

平成20年 6月 同行常任監査役

平成21年 6月 当社常勤監査役就任（現任）
 

(注)4 1

監査役  久保　雅史 昭和15年 4月23日生

 
昭和52年 4月 弁護士登録（現任）

平成 7年 6月 当社監査役就任（現任）
 

(注)5 -

監査役  井上 　純 昭和23年10月 7日生

 
昭和48年 4月 株式会社村田製作所入社

平成13年 7月 同社執行役員

平成15年 6月 同社取締役

平成17年 6月 同社常務執行役員

平成22年 6月 同社上席常務執行役員

平成23年 6月 同社デバイス事業本部本部長

平成24年 6月

平成24年 6月

当社監査役就任（現任）

株式会社村田製作所常任顧問

 

(注)5 -

計 232
 

EDINET提出書類

ＥＩＺＯ株式会社(E02069)

有価証券報告書

31/84



　（注）1．取締役　鈴木正晃は、社外取締役であります。

　　　2．監査役　上野英一、久保雅史及び井上　純の3名は、社外監査役であります。

 3．平成27年6月19日選任後、1年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結までであります。

 4．平成25年6月21日選任後、4年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結までであります。

 5．平成24年6月21日選任後、4年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結までであります。

6．当社は執行役員制度を導入しております。上掲の執行役員を兼務する取締役3名のほか、執行役員が4名おり

　 ます。

7．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第3項に定める補欠監査役1

　 名を選出しています。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。補欠監査役の選任の効力は平成28年3月

　 期に係る定時株主総会の開始の時までであります。

氏　名 生年月日 略　歴
所有株式数

（千株）

谷保　修二 昭和24年 8月13日生

昭和53年11月　当社入社

平成10年 9月　当社取締役就任

平成14年10月　映像商品開発担当、機能ユニッ

　　　　　　　ト開発部長

平成16年 6月　常務執行役員、開発担当

平成18年 6月　品質保証担当

平成19年 6月　当社監査役就任

平成27年 6月　当社補欠監査役

8
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6【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（1）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

（取締役会）

　当社の取締役は6名であります。そのうちの1名は特別な利害関係がなく独立性の高い社外取締役であり、客観

的かつ中立的立場で経営に関わる重要な事項につき意思決定を行うとともに、業務執行を監督しております。迅

速な意思決定を通じて新しい事業環境に適応能力のある取締役会を目指しており、取締役会は毎月1回及び必要に

応じて臨時に開催しております。当社経営の意思決定における重要事項につき付議され、業務執行状況も随時報

告されております。

 

（経営会議）

　戦略決定の迅速化、重要な事項・課題への対応、業務執行状況等についての検討又は報告を目的として、必要

に応じて経営会議を開催しております。本経営会議は、取締役（社外取締役を除く）、常勤監査役及び執行役員

により構成されております。

 

（執行役員制度）

　当社は、経営の監督と業務の執行を分離し、業務の執行の迅速化を図ることを目的として、執行役員制度を導

入しております。

 

（監査役会）

　当社は、監査役制度を採用しており、当社の監査役は3名（常勤監査役1名、非常勤監査役2名）であり、すべて

社外監査役であります。監査役会は3か月に1回及び必要に応じて臨時に開催しております。各監査役は、監査役

会で決定した監査方針、監査計画等に従い、業務執行や財産の状況を監査し、監査役会へ報告しております。

 

　なお、当社の企業統治の体制の模式図は次のとおりであります。
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・企業統治の体制を採用する理由

　当社は、監査役会設置会社として以上の体制を整備することにより、迅速な意思決定・業務執行の強化を図る

とともに、経営の透明性の確保や経営監視機能を充実させることが可能と考え、現状の企業統治の体制を採用し

ております。

 

・内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会において、以下のとおり「内部統制システム構築に関する基本方針」を定めております。

イ．企業集団における取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社取締役会は、当社及びグループ会社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合し、かつ企業

の社会的責任を果たせるよう、当社グループ全役職員を対象として、「企業理念」・「EIZOグループ行動指

針」及び「コンプライアンス規程」を定め、以下の要領にてコンプライアンスプログラムの整備及び充実を図

る。

(イ)コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスプログラムを整備・運用する。

(ロ)コンプライアンスの徹底を図るため、当社グループの取締役及び使用人へ教育を行い、コンプライアンス

意識を醸成し、コンプライアンスプログラムの適切な運用につき監査等を実施する。

(ハ)内部通報制度の整備・運用を通して、法令違反による企業信用の失墜等、企業価値を大きく毀損するよう

な重大な事態の発生を未然に防止する。

(ニ)市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切関係を持たない。また、反社会的勢

力・団体からの不当な要求には毅然と対応し、その活動を助長する行為に関与しない。

ロ．取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制

取締役の職務執行に係る重要な意思決定及び報告に関する以下の文書については、「文書管理規程」・「規

程管理規程」等に基づき、適切かつ確実に保存・管理を行う。

(イ)株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録及びそれらの関連資料

(ロ)社内の重要会議の議事録及びその関連資料

(ハ)稟議書及びその他重要な社内申請書類

(ニ)会計帳簿、計算書類、重要な契約書、官公庁その他公的機関又は金融商品取引所に提出した書類の写しそ

の他重要文書

ハ．企業集団における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスクマネジメント基本規程」に基づき、当社グループの事業活動に影響を及ぼすリスクを統合的・一元

的に管理する体制を構築する。

(イ)経営会議にて、当社事業への影響が高いと判断する「重大リスク」を特定し、リスク対策を決定する。

(ロ)リスクマネジメント委員会を設置し、経理・情報管理・安全衛生・品質保証及び環境マネジメントに関す

る各種規程の運用によるカテゴリーごとのリスクの分析・把握・防止・管理等を行う。

(ハ)事業継続活動に関しては、リスクマネジメント委員会において事業継続計画（BCP）を策定し、リスク発生

の際には迅速かつ的確に対応する。

ニ．企業集団における取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループの経営戦略決定の迅速化と経営監督体制・業務執行体制の強化を目的に以下の体制を構築す

る。

(イ)取締役会：定時取締役会は毎月1回開催し、臨時取締役会は必要に応じて随時開催する。

(ロ)執行役員制度：経営の監督と業務の執行を分離するために、執行役員制度を導入し迅速な業務執行を図

る。

(ハ)経営会議：常勤取締役、執行役員及び常勤監査役を構成員とする経営会議を設置し、重要な経営課題の審

議及び協議を効率的に行う。

(ニ)グループ会社の業務執行状況については定時取締役会にて定期的な報告を受け、また、重要事項について

は取締役会及び経営会議において審議する。

ホ．企業集団における業務の適正を確保するための体制

　グループ会社におけるコンプライアンス体制及びリスク管理体制に関しては、当社においてこれを統括管理

する。グループ会社の業務遂行に関しては、「グループ会社管理規程」及び「Approval & Report Policy」に

基づく重要事項の報告及び決裁の制度、内部監査制度の活用等により、グループ会社の状況に応じた必要かつ

適切な管理を行う。
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ヘ．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項

　監査役が監査を実施する場合、内部監査部門は、その監査が効率的に遂行されるよう監査役の業務を補助す

る。なお、当該補助業務の従事者は他の職務を兼任できるものとし、また、その人事に関する事項について

は、監査役の事前の同意を得るものとする。

ト．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者

から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

　当社グループの取締役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたとき

は、すみやかに適切な報告を行う。

　当社グループの取締役及び使用人は、法令及び定款に違反する重大な事実並びに会社に著しい損害を及ぼす

おそれのある事実があることを発見したときは、直ちに監査役に報告する。

　当社グループの内部通報制度の担当部署は、当社グループの取締役及び使用人からの内部通報を受けた場合

には監査役に報告する。

　なお、監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

チ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制

　監査役は、業務の執行状況を把握するため、取締役会へ出席するほか、常勤監査役は経営会議等をはじめと

する重要な会議に出席するとともに、重要会議の議事録及び稟議書並びに内部監査報告書をはじめとする重要

書類を閲覧し、当社グループの取締役及び使用人に随時説明を求めることができる。

　監査役の職務の執行について生ずる費用等に関しては、それを支弁するため必要な措置をとる。

 

・リスク管理体制の整備の状況

　当社は、事業を取巻くさまざまなリスクに対して的確な管理が可能となるよう、「リスクマネジメント基本規

程」を制定しております。本リスクマネジメント基本規程に基づき「リスクマネジメント委員会」を設置し、リ

スクの洗出し・評価・対策の策定等に取組む等、グループの事業活動に影響を及ぼすリスクを統合的・一元的に

管理するための体制の整備を進めております。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

・監査役監査体制

　監査役は、取締役会等の重要会議に出席しているほか、常勤監査役は、稟議書や契約書等の重要書類の閲覧及

び取締役へのヒアリングを行うとともに、内部統制機能のチェックを内部監査部門である監査室と連携して実施

しております。常勤監査役は、内部監査に適宜立会いを行っており、監査室は、監査役の要請に基づき、内部監

査結果について監査役に報告を行っております。また、会計監査人の監査に立会い、当社と会計監査人で行われ

る各種の協議に同席しております。当社の内部統制を担当する部門は、必要に応じて情報提供を行う等、これら

の監査に密に協力しております。なお、社外監査役上野英一氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。

 

・内部監査体制

　当社は内部監査部門として、社長直属の組織である監査室を設置しております。監査室は、監査方針を定めた

「内部監査基本規程」に則り、社長承認を受けた年間監査基本計画に基づき、内部監査を実施しており、その内

部監査の結果はすべて社長へ報告されております。加えて、監査室は監査役を補助する業務に従事しており、監

査役監査、内部監査間の連携強化を図っております。

監査室の人員は3名であり、また、監査室長は必要に応じ監査員を別途任命し、前述の年間監査基本計画に基づ

き監査を実施しております。

 

③社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は1名、社外監査役は3名であります。

　社外取締役鈴木正晃氏は過去において株式会社みずほ銀行に在籍しておりましたが、同行からの借入金は当社

の連結総資産に比して僅少であり、同行が当社の意思決定に影響を及ぼすことはないものと判断しております。

　社外監査役上野英一氏は過去において当社の主要取引銀行の一つである株式会社北陸銀行に在籍しておりまし

たが、同行からの借入金は当社の連結総資産に比して僅少であり、同行が当社の意思決定に影響を及ぼすことは

ないものと判断しております。また、社外監査役井上　純氏は過去において当社と部品の仕入等につき若干の取

引がある株式会社村田製作所に在籍しておりましたが、取引金額は当社及び同社の売上高に比して僅少であり、

同社が当社の意思決定に影響を及ぼすことはないものと判断しております。
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　社外取締役及び各社外監査役と当社間に上記以外に特記すべき人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係はありません。

　当社は、社外取締役又は社外監査役として、会社法における社外取締役・社外監査役の要件を満たしているこ

とはもとより、会社経営に関する経験、専門的知識、経理・財務に関する十分な知見等を有し、かつ、社外取締

役においては、客観的かつ中立的立場で経営に関わる重要な事項につき意思決定を行うとともに、業務執行を監

督するという役割を、社外監査役においては、外部からの客観的で中立な経営監視の機能を十分に機能させると

いう役割をそれぞれ十分に果たしていただける人物を選任する方針としております。社外取締役及び社外監査役

と当社との間には上記の関係がありますが、本方針に照らし、実質的に独立性は確保されております。なお、当

社は、社外取締役及び社外監査役全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ており

ます。また、取締役会及び監査役会の人員構成並びに当社の事業規模を踏まえて、現在の選任状況としておりま

す。

　社外取締役及び社外監査役は、取締役会等の重要会議の出席に際して、担当部門から資料の配付を受け、ま

た、重要議案に関しては事前説明を受け、豊富な経験と幅広い知見に基づき質問、助言を行うことにより、取締

役会の意思決定の妥当性・適正性を監督・監査しております。さらに、社外監査役は、監査役、会計監査人及び

監査室との定期的な打合わせや随時の情報交換を行い、社外取締役も必要に応じこれに同席することにより、相

互に連携しながら監督・監査を行っております。当社の内部統制を担当する部門は、必要に応じて情報提供を行

う等、これらの監督・監査に密に協力しております。

 

④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬 賞与

取締役

（社外取締役を除く）
227 127 99 5

監査役

（社外監査役を除く）
3 3 - 1

社外役員 25 25 - 4

　（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　　なお、連結報酬等の総額が100百万円以上である者は存在いたしません。

 

ロ．役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社の役員報酬は、固定報酬と業績連動報酬（利益連動給与）で構成されており、その額及び算定に関して

は、役員報酬規程に基づき、役職、兼務の状況に応じて報酬額を決定することとしております。

(イ)　取締役の固定報酬は、平成10年2月3日開催の臨時株主総会において年額300百万円以内（ただし、使用人

分給与は含まない。）と決議いただいております。

(ロ)　平成25年3月期から平成27年3月期までの取締役の業績連動報酬は、平成24年6月21日開催の第45回定時株

主総会において、業績連動報酬を「事業年度ごとの連結当期純利益の3％以内（上限を200百万円とす

る。）」と決議いただいております。

(ハ)　平成28年3月期以降の取締役の業績連動報酬は、平成27年6月19日開催の第48回定時株主総会において、

業績連動報酬を「事業年度ごとの連結営業利益の2％以内（上限を200百万円とする。）」と決議いただい

ております。

(ニ)　監査役の報酬限度額は、平成13年6月21日開催の第34回定時株主総会において年額35百万円以内と決議い

ただいております。

 

（取締役に対する利益連動給与）

　 (1)平成27年3月期

　平成26年6月20日開催の取締役会において、当社取締役に対し、平成27年3月31日に終了する事業年度の

法人税法第34条第1項第3号に定める利益連動給与につき、以下の算定方法に基づき支給することを決議い

たしました。なお、監査役全員が適正と認めた旨を記載した書面を受領しております。
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算定方法

　利益連動給与＝平成27年3月31日に終了する事業年度の連結当期純利益×3％×（各取締役の役位別支給

ポイント÷支給対象となる全取締役の支給ポイント合計）

取締役の役位別支給ポイント

　代表取締役社長：5.0、代表取締役副社長：3.5、取締役常務執行役員：1.5、取締役執行役員：0.5

（注）1．取締役は法人税法第34条第1項第3号に記載の業務執行役員であります。

　　　2．法人税法第34条第1項第3号イで規定する「当該事業年度の利益に関する指標」は連結当期純利益

であります。

　　　3．法人税法第34条第1項第3号イ(1)で規定する「確定額」は、200百万円を限度としております。

　　　4．上記算式で計算される各取締役の利益連動給与の10千円未満は切捨てております。

　　　5．取締役が期中に退任した場合の利益連動給与は、上記算定方法により計算した金額を在籍月数で

按分した金額とします。（10千円未満切捨）

　　　　 なお、月数は暦に従って計算し、1月に満たない場合は1月とし、1月に満たない端数を生じた場

合は、切捨てます。

 

　 (2)平成28年3月期

　平成27年6月19日開催の取締役会において、当社取締役に対し、平成28年3月31日に終了する事業年度の

法人税法第34条第1項第3号に定める利益連動給与につき、以下の算定方法に基づき支給することを決議い

たしました。なお、監査役全員が適正と認めた旨を記載した書面を受領しております。

算定方法

　利益連動給与＝平成28年3月31日に終了する事業年度の連結営業利益×2％×（各取締役の役位別支給ポ

イント÷支給対象となる全取締役の支給ポイント合計）

　ただし、次のいずれかに該当する場合には、利益連動給与を支給しないものとする。

　①連結売上高営業利益率が2％未満の場合

　②連結当期純利益金額が10億円未満の場合

取締役の役位別支給ポイント

　代表取締役社長：5.0、代表取締役副社長：3.5、取締役常務執行役員：1.5、取締役執行役員：0.8

（注）1．取締役は法人税法第34条第1項第3号に記載の業務執行役員であります。

　　　2．法人税法第34条第1項第3号イで規定する「当該事業年度の利益に関する指標」は連結営業利益で

あります。

　　　3．法人税法第34条第1項第3号イ(1)で規定する「確定額」は、200百万円を限度としております。

　　　4．上記算式で計算される各取締役の利益連動給与の10千円未満は切捨てております。

　　　5．取締役が期中に退任した場合の利益連動給与は、上記算定方法により計算した金額を在籍月数で

按分した金額とします。（10千円未満切捨）

　　　　 なお、月数は暦に従って計算し、1月に満たない場合は1月とし、1月に満たない端数を生じた場

合は、切捨てます。

 

⑤会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

加藤　博久 有限責任監査法人トーマツ

髙村　藤貴 有限責任監査法人トーマツ

（注）平成26年度における監査業務に係る補助者数は11名（公認会計士5名、会計士補等4名、その他2名）であり

ます。

 

⑥取締役会にて決議できる株主総会決議事項

イ．取締役及び監査役の責任免除

　当社は、職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮できるように、会社法第426条第1項の規定に基づ

き、任務を怠ったことによる取締役及び監査役（取締役及び監査役であった者を含む。）の当社に対する損害

賠償責任を、法令が定める範囲で、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めておりま

す。
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ロ．剰余金の配当等の決定機関

　当社は、会社法第459条第1項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の

決議によらず、取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策、配当政

策を可能とすることを目的とするものであります。

 

⑦責任限定契約の内容と概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項の規定す

る額としております。

 

⑧取締役の定数

　当社の取締役は、12名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑨取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を、また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする

旨を定款に定めております。

 

⑩株主総会特別決議の要件

　当社は、提出日現在の定款において、会社法第309条第2項に定める株主総会決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨を定めており

ます。これは、株主総会を円滑に運営することを目的としたものです。
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⑪株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数 貸借対照表計上額の合計額

19銘柄 31,105百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

　前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数
（千株）

貸借対照表
計上額
（百万円）

保有目的

㈱村田製作所 1,380 13,437 取引関係強化

㈱北國銀行 3,234 1,167 銀行取引関係強化

㈱ほくほく

フィナンシャルグループ
4,703 931 銀行取引関係強化

富士機械製造㈱ 947 859 取引関係強化

ＩＴホールディングス㈱ 362 613 取引関係強化

オリンパス㈱ 183 602 取引関係強化

山洋電気㈱ 725 483 取引関係強化

富士ソフト㈱ 218 480 取引関係強化

㈱トーメンデバイス 105 184 取引関係強化

㈱ヨコオ 217 121 取引関係強化

加賀電子㈱ 49 70 取引関係強化

㈱エクセル 47 53 取引関係強化

津田駒工業㈱ 204 32 取引関係強化

ダイワボウホールディング

ス㈱
163 29 取引関係強化
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　当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数
（千株）

貸借対照表
計上額
（百万円）

保有目的

㈱村田製作所 1,380 22,823
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

㈱北國銀行 3,234 1,355
当社の取引先金融機関であり、良好な取引関係の継

続及び長期的な信頼関係を築く目的により保有

富士機械製造㈱ 947 1,335
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

㈱ほくほく

フィナンシャルグループ
4,703 1,260

当社の取引先金融機関であり、良好な取引関係の継

続及び長期的な信頼関係を築く目的により保有

オリンパス㈱ 183 817
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

ITホールディングス㈱ 362 794
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

山洋電気㈱ 725 621
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

富士ソフト㈱ 218 532
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

ニチコン㈱ 305 342
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

ローム㈱ 41 339
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

レンゴー㈱ 624 317
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

㈱トーメンデバイス 105 200
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

㈱ヨコオ 217 153
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

加賀電子㈱ 49 72
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

㈱エクセル 47 60
当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

ダイワボウホールディング

ス㈱
163 31

当社の取引先であり、良好な取引関係の継続及び長

期的な信頼関係を築く目的により保有

津田駒工業㈱ 204 29 地元企業との関係維持及び情報収集

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

上場株式 - 1,110 - - 111
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（2）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 42 - 43 -

連結子会社 - - - -

計 42 - 43 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

　当社の連結子会社であるEIZO GmbH、EIZO Europe GmbH及び に関して、当社

の監査公認会計士である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているDeloitte Touche

Tohmatsu Limitedのメンバーファームに対して、監査証明業務に基づく報酬14百万円を支払っております。

 

当連結会計年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

　当社の連結子会社であるEIZO GmbH、EIZO Europe GmbH及び に関して、当社

の監査公認会計士である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているDeloitte Touche

Tohmatsu Limitedのメンバーファームに対して、監査証明業務に基づく報酬15百万円を支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社は、監査公認会計士等に対する監査報酬について、当社の規模や業務の特性等を勘案して監査日数等を

検討した上で、報酬総額を決定しております。
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第5【経理の状況】

1．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。）に基づいて作成しております。

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　 また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成して

おります。

 

2．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年4月1日から平成27年3月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

 

3．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準

等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について適正に対応することができる体制を整備するため、公益

財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構や監査法人の行う各種セミナー等にも参加し、情報収集に努めると

ともに、決算業務体制の強化を図っております。
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1【連結財務諸表等】

（1）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年3月31日)

当連結会計年度
(平成27年3月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,280 6,522

受取手形及び売掛金 14,883 17,502

有価証券 12,000 12,297

商品及び製品 7,862 8,572

仕掛品 6,666 ※1 5,187

原材料及び貯蔵品 10,846 11,246

繰延税金資産 1,865 1,716

その他 574 500

貸倒引当金 △117 △118

流動資産合計 61,861 63,428

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 11,474 11,541

減価償却累計額 △7,500 △7,866

建物及び構築物（純額） 3,974 3,674

機械装置及び運搬具 3,850 3,943

減価償却累計額 △3,355 △3,430

機械装置及び運搬具（純額） 495 512

土地 2,824 2,824

その他 4,870 5,499

減価償却累計額 △3,973 △4,527

その他（純額） 896 971

有形固定資産合計 8,190 7,983

無形固定資産 2,517 2,050

投資その他の資産   

投資有価証券 19,453 32,281

繰延税金資産 300 266

その他 608 509

投資その他の資産合計 20,362 33,057

固定資産合計 31,070 43,091

資産合計 92,931 106,519
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成26年3月31日)

当連結会計年度
(平成27年3月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,198 5,854

短期借入金 - 1,954

未払法人税等 1,906 620

賞与引当金 1,240 1,216

ソフトウェア受注損失引当金 - ※1 36

製品保証引当金 1,639 1,872

その他 3,825 4,300

流動負債合計 15,810 15,855

固定負債   

繰延税金負債 3,796 6,921

役員退職慰労引当金 101 101

リサイクル費用引当金 1,141 1,066

退職給付に係る負債 2,610 2,984

その他 269 295

固定負債合計 7,919 11,370

負債合計 23,730 27,225

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,425 4,425

資本剰余金 4,313 4,313

利益剰余金 54,043 56,075

自己株式 △2,661 △2,661

株主資本合計 60,121 62,153

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,162 17,357

為替換算調整勘定 153 248

退職給付に係る調整累計額 △235 △465

その他の包括利益累計額合計 9,079 17,140

純資産合計 69,201 79,293

負債純資産合計 92,931 106,519
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年4月 1日
　至　平成26年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年4月 1日
　至　平成27年3月31日)

売上高 73,641 72,576

売上原価 ※2,※3,※4 50,425 ※2,※3,※4 50,795

売上総利益 23,215 21,781

販売費及び一般管理費 ※1,※2 16,382 ※1,※2 17,309

営業利益 6,833 4,472

営業外収益   

受取利息 18 19

受取配当金 241 299

為替差益 948 -

その他 66 57

営業外収益合計 1,274 376

営業外費用   

支払利息 - 0

売上割引 101 71

為替差損 - 69

その他 8 2

営業外費用合計 109 144

経常利益 7,998 4,704

特別利益   

投資有価証券売却益 16 -

特別利益合計 16 -

特別損失   

減損損失 ※5 28 -

特別損失合計 28 -

税金等調整前当期純利益 7,986 4,704

法人税、住民税及び事業税 2,474 1,121

法人税等調整額 73 261

法人税等合計 2,548 1,383

少数株主損益調整前当期純利益 5,437 3,321

当期純利益 5,437 3,321
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年4月 1日
　至　平成26年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年4月 1日
　至　平成27年3月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 5,437 3,321

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,798 8,195

繰延ヘッジ損益 △8 -

為替換算調整勘定 843 95

退職給付に係る調整額 - △230

その他の包括利益合計 ※1,※2 3,634 ※1,※2 8,061

包括利益 9,071 11,382

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 9,071 11,382

少数株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,425 4,313 49,671 △2,661 55,750

会計方針の変更による
累積的影響額

    -

会計方針の変更を反映した
当期首残高

4,425 4,313 49,671 △2,661 55,750

当期変動額      

剰余金の配当   △1,066  △1,066

当期純利益   5,437  5,437

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 4,371 △0 4,371

当期末残高 4,425 4,313 54,043 △2,661 60,121

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 6,363 8 △690 - 5,681 61,431

会計方針の変更による
累積的影響額

     -

会計方針の変更を反映した
当期首残高

6,363 8 △690 - 5,681 61,431

当期変動額       

剰余金の配当      △1,066

当期純利益      5,437

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

2,798 △8 843 △235 3,398 3,398

当期変動額合計 2,798 △8 843 △235 3,398 7,770

当期末残高 9,162 - 153 △235 9,079 69,201
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当連結会計年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,425 4,313 54,043 △2,661 60,121

会計方針の変更による
累積的影響額

  △11  △11

会計方針の変更を反映した
当期首残高

4,425 4,313 54,032 △2,661 60,110

当期変動額      

剰余金の配当   △1,279  △1,279

当期純利益   3,321  3,321

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 2,042 △0 2,042

当期末残高 4,425 4,313 56,075 △2,661 62,153

 

       

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 9,162 - 153 △235 9,079 69,201

会計方針の変更による
累積的影響額

     △11

会計方針の変更を反映した
当期首残高

9,162 - 153 △235 9,079 69,190

当期変動額       

剰余金の配当      △1,279

当期純利益      3,321

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

8,195 - 95 △230 8,061 8,061

当期変動額合計 8,195 - 95 △230 8,061 10,103

当期末残高 17,357 - 248 △465 17,140 79,293
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年4月 1日
　至　平成26年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年4月 1日
　至　平成27年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,986 4,704

減価償却費 1,479 1,802

減損損失 28 -

のれん償却額 207 214

賞与引当金の増減額（△は減少） 148 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,159 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,282 176

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20 2

ソフトウェア受注損失引当金の増減額（△は減

少）
△57 36

製品保証引当金の増減額（△は減少） 18 287

リサイクル費用引当金の増減額（△は減少） △86 △74

受取利息及び受取配当金 △259 △319

支払利息 - 0

為替差損益（△は益） △636 △40

投資有価証券売却損益（△は益） △16 -

売上債権の増減額（△は増加） △1,999 △2,716

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,430 127

仕入債務の増減額（△は減少） 339 △1,208

その他 1,655 481

小計 5,521 3,452

利息及び配当金の受取額 259 319

利息の支払額 - △0

法人税等の支払額 △1,096 △2,325

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,685 1,445

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 300 300

有価証券の取得による支出 - △500

有形固定資産の取得による支出 △1,075 △1,129

その他の固定資産の取得による支出 △365 △254

投資有価証券の取得による支出 △200 △1,870

投資有価証券の売却及び償還による収入 49 11

貸付けによる支出 △50 -

貸付金の回収による収入 - 12

その他 134 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,208 △3,426

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） - 2,204

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,066 △1,281

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,066 923

現金及び現金同等物に係る換算差額 531 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,942 △1,057

現金及び現金同等物の期首残高 16,138 19,080

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 19,080 ※1 18,022
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

1．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　15社

EIZOエムエス㈱

アイレムソフトウェアエンジニアリング㈱

EIZOサポートネットワーク㈱

EIZOエンジニアリング㈱

EIZOエージェンシー㈱

EIZO GmbH

EIZO Technologies GmbH

Tech Source, Inc.

EIZO Inc.

EIZO Nordic AB

EIZO AG

EIZO Limited

EIZO Europe GmbH

EIZO Austria GmbH

 

2．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、 の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

3．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

　売買目的有価証券

　　時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

　　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

　時価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

　商品、製品及び仕掛品については主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を、原材料については主として移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備は除く）につい

ては定額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　15～50年

機械装置及び運搬具　　　　7～10年

その他（工具器具備品）　　2～6年

ロ　無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェア

　見込販売数量（有効期間3年）に基づき償却しております。

　自社利用のソフトウェア

　社内における利用可能期間（主に5年）に基づく定額法を採用しております。

　その他の無形固定資産

　定額法（主な耐用年数は7年）を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当連結会計年度負担見込額を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金

　当社役員への退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく連結会計年度末退職慰労金要支給額を計上してお

ります。

　なお、平成16年6月22日開催の当社第37回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止及び同日までの

在任期間に対する退職慰労金を当社の各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給することが決議された

ことにより、同日以降の役員退職慰労引当金繰入を行っておりません。

ニ　ソフトウェア受注損失引当金

　受注制作ソフトウェアの開発中の案件のうち、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当

該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、損失見込額を計上しております。

ホ　製品保証引当金

　製品のアフターサービスに対する費用支出に充てるため、過去の実績を基礎として保証期間内のサービス費

用発生見込額を計上しております。

ヘ　リサイクル費用引当金

　リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の費用支出に充てるため、売上台数を基準として費用発生見込額

を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

ロ　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　受注制作ソフトウェアに係る収益の計上基準

　イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウェア制作

　進行基準（ソフトウェア制作の進捗率の見積りは原価比例法）を採用しております。

　ロ　それ以外のソフトウェア制作

　完成基準を採用しております。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては10年間の定額法により償却を行っております。

なお、重要性のないのれんは取得時に一括して償却を行っております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、価格の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

ロ　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年3月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連

結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に近

似する年数から退職給付支払ごとの支払見込期間を反映したものへ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

　なお、当会計方針の変更による影響額は軽微であります。

 

（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年9月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成25年9月13日）

・「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号 平成25年9月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年9月13

日）

・「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号 平成25年9月13日）

 

(1）概要

　子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、取得

関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計処理の確

定の取扱い等について改正されました。

(2）適用予定日

　平成28年3月期の期首から適用します。

　なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年3月期の期首以後実施される企業結合から適用しま

す。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、未定であります。

 

（表示方法の変更）

　（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度において、無形固定資産に独立掲記しておりました「のれん」は、金額の重要性が乏しくなったた

め、当連結会計年度においては「無形固定資産」として一括掲記しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において「無形固定資産」に表示していた「のれん」786百万円及び

「その他」1,731百万円は、「無形固定資産」2,517百万円として組替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※1 損失が見込まれる受注制作ソフトウェアに係るたな卸資産とソフトウェア受注損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。なお、損失の発生が見込まれる受注制作ソフトウェアに係るたな卸資産のうち、ソフトウェア

受注損失引当金に対応する額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

仕掛品 -百万円 36百万円
 
 

（連結損益計算書関係）

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。（△は戻入額）

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
　　至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
　　至　平成27年3月31日）

給与、賞与及び諸手当 4,792百万円 4,998百万円

賞与引当金繰入額 296 300

退職給付費用 265 241

製品保証引当金繰入額 420 632

研究開発費 5,381 5,541

リサイクル費用引当金繰入額 △83 △70

貸倒引当金繰入額 60 3

 

※2 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成25年4月 1日
　　至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
　　至　平成27年3月31日）

5,797百万円 6,049百万円

 

※3 売上原価には、たな卸資産の収益性の低下に基づく簿価切下げの方法（洗替法）による繰入額（△は戻入額）が含

まれており、金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成25年4月 1日
　　至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
　　至　平成27年3月31日）

196百万円 △132百万円

 

※4 売上原価に含まれているソフトウェア受注損失引当金繰入額（△は戻入額）は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

△57百万円 36百万円

 

※5 減損損失

　　前連結会計年度(自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日)

　　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

　　当連結会計年度(自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日)

　　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＥＩＺＯ株式会社(E02069)

有価証券報告書

53/84



（連結包括利益計算書関係）

※1 その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 4,244百万円 11,266百万円

組替調整額 △16 -

計 4,227 11,266

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 - -

組替調整額 △13 -

計 △13 -

為替換算調整勘定：   

当期発生額 843 95

組替調整額 - -

計 843 95

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 - △304

組替調整額 - 84

計 - △219

税効果調整前合計 5,058 11,142

税効果額 △1,424 △3,081

その他の包括利益合計 3,634 8,061

 

※2 その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 4,227百万円 11,266百万円

税効果額 △1,428 △3,070

税効果調整後 2,798 8,195

繰延ヘッジ損益：   

税効果調整前 △13 -

税効果額 4 -

税効果調整後 △8 -

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 843 95

税効果額 - -

税効果調整後 843 95

退職給付に係る調整額：   

税効果調整前 - △219

税効果額 - △10

税効果調整後 - △230

その他の包括利益合計   

税効果調整前 5,058 11,142

税効果額 △1,424 △3,081

税効果調整後 3,634 8,061
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
　株式数（株）

当連結会計年度
　増加株式数（株）

当連結会計年度
　減少株式数（株）

当連結会計年度末
　株式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,731,160 - - 22,731,160

自己株式     

普通株式 1,410,166 79 - 1,410,245

（注）自己株式（普通株式）の株式数の増加79株は単元未満株式の買取請求によるものであります。

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

3．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成25年 5月21日

取締役会
普通株式 533百万円 　    25円 平成25年 3月31日 平成25年 6月 3日

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 533百万円 　 25円 平成25年 9月30日 平成25年11月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年 5月20日

取締役会
普通株式 639百万円 利益剰余金 　 30円 平成26年 3月31日 平成26年 6月 2日

 

当連結会計年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
　株式数（株）

当連結会計年度
　増加株式数（株）

当連結会計年度
　減少株式数（株）

当連結会計年度末
　株式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,731,160 - - 22,731,160

自己株式     

普通株式 1,410,245 73 - 1,410,318

（注）自己株式（普通株式）の株式数の増加73株は単元未満株式の買取請求によるものであります。

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＥＩＺＯ株式会社(E02069)

有価証券報告書

55/84



3．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年 5月20日

取締役会
普通株式 639百万円 　    30円 平成26年 3月31日 平成26年 6月 2日

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 639百万円 　 30円 平成26年 9月30日 平成26年11月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年 5月19日

取締役会
普通株式 639百万円 利益剰余金 　 30円 平成27年 3月31日 平成27年 6月 1日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

現金及び預金勘定 7,280百万円 6,522百万円

有価証券 12,000 11,500 

預入期間が3か月を超える定期預金 △200 - 

現金及び現金同等物 19,080 18,022 

 

（リース取引関係）

（借主側）

1．ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

2．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

1年内 225 229

1年超 451 410

合計 677 640
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（金融商品関係）

1．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に設備投資計画に照らして、必要に応じて資金を調達することとしております。一時的な

余資は、安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は自己資金にて賄っております。デリバティブ

取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を展

開していることから生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。このうち一部は為替

予約取引を利用してヘッジしております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に株式、譲渡性預金、社債及び投資信託であり、政策投資目的及び純投資目

的で保有しております。これらは、発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び価格の変動リスクに晒されてお

ります。

　営業債務である買掛金は、すべて1年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料等の輸入に伴う

外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されているため、外貨建ての営業債権とネットしたポジションに

ついて先物為替予約を利用してリスクヘッジをする場合もあります。

　借入金は、外貨建ての債権に対する為替リスクのヘッジを目的としたものであり、返済期日は決算日後3か月で

あります。また全額外貨建ての借入金であり、かつ変動金利であるため、為替及び金利の変動リスクに晒されて

おります。

　社債及びファイナンス・リース取引に係る重要なリース債務はありません。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクの回避、及び在外連結子会社との外貨

建取引に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、「与信管理規程」に従い、営業債権について営業部門及び資金担当部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念債権の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の「与信管理規程」に準じて同様の

管理を行っております。

　債券は、「資金運用規程」に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少でありま

す。

　デリバティブ取引の利用に当たっては、カウンターパーティリスクを軽減するために、格付の高い金融機関

とのみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照表計上

額であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別、時系列に把握された為替の変動リスクに対して、先物為替

予約を利用してリスクヘッジをしております。また外貨建ての営業債務及び借入金についても、為替の変動リ

スクに対して、先物為替予約を利用してリスクヘッジをする場合があります。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、また、債券以外のもの

については、保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた「デリバティブ取引取扱規程」に基づき定めら

れた基本方針に従い、最高財務責任者の承認のもと資金担当部門が取引を行い、契約先と残高照合等を行って

おります。月次の取引実績は、最高財務責任者に報告しております。

③　資金調達リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき資金担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許資金

を厚めに保有するよう努めることにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より当該価額が変動することがあります。

（5）信用リスクの集中

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち、29.1％が特定の大口顧客に対するものであります。
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2．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注2）参照）

 

　前連結会計年度（平成26年3月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金及び預金 7,280 7,280 -

（2）受取手形及び売掛金 14,883   

　　 貸倒引当金 △117   

　　 計 14,765 14,765 -

（3）有価証券及び投資有価証券 31,437 31,437 -

　資産計 53,483 53,483 -

（4）買掛金 7,198 7,198 -

　負債計 7,198 7,198 -

　デリバティブ取引（※） △8 △8 -

　　　※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
 

　当連結会計年度（平成27年3月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金及び預金 6,522 6,522 -

（2）受取手形及び売掛金 17,502   

　　 貸倒引当金 △118   

　　 計 17,384 17,384 -

（3）有価証券及び投資有価証券 44,562 44,562 -

　資産計 68,469 68,469 -

（4）買掛金 5,854 5,854 -

（5）短期借入金 1,954 1,954 -

　負債計 7,809 7,809 -

　デリバティブ取引（※） 45 45 -

　　　※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
 

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　資　産

 （1）現金及び預金

　　　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 （2）受取手形及び売掛金

　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。なお、対応する貸倒引当金を控除しております。

 （3）有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券及び投資信託は取引先金融機関から提示さ

れた価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、後述の注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。

　負　債

 （4）買掛金、（5）短期借入金

　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。
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　デリバティブ取引

　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

非上場株式 16 16

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。

 

（注3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成26年3月31日）

 
1年以内
（百万円）

1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金

受取手形及び売掛金

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち満期があるもの

 （1）譲渡性預金

 （2）債券

     社債

7,277

14,883

 

 

12,000

 

-

-

-

 

 

-

 

298

-

-

 

 

-

 

-

-

-

 

 

-

 

-

合　　計 34,160 298 - -

 

　当連結会計年度（平成27年3月31日）

 
1年以内
（百万円）

1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金

受取手形及び売掛金

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券のうち満期があるもの

 （1）譲渡性預金

 （2）債券

     社債

6,519

17,502

 

 

11,500

 

299

-

-

 

 

-

 

-

-

-

 

 

-

 

-

-

-

 

 

-

 

-

合　　計 35,822 - - -

 

（注4）短期借入金の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（平成26年3月31日）

　　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（平成27年3月31日）

 
1年以内
（百万円）

1年超
2年以内
（百万円）

2年超
3年以内
（百万円）

3年超
4年以内
（百万円）

4年超
5年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

短期借入金 1,954 - - - - -
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（有価証券関係）

1．売買目的有価証券

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 - △2

 

2．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年3月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 17,789 3,612 14,176

(2）債券    

　社債 - - -

(3）その他 30 24 5

小計 17,819 3,637 14,182

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 1,318 1,529 △210

(2）債券    

　社債 298 300 △1

(3）その他 12,000 12,000 -

小計 13,617 13,829 △212

合計 31,437 17,467 13,969

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　16百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成27年3月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 32,217 6,979 25,237

(2）債券    

　社債 - - -

(3）その他 16 15 1

小計 32,233 6,995 25,238

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 31 33 △2

(2）債券    

　社債 299 300 △0

(3）その他 11,500 11,500 -

小計 11,831 11,833 △2

合計 44,065 18,828 25,236

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　16百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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3．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 28 16 -

合計 28 16 -

 

当連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成26年3月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
1年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の
取引

為替予約取引     

売建     

ユーロ 1,070 - △8 △8

合計 1,070 - △8 △8

　(注)時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成27年3月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
1年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の
取引

為替予約取引     

売建     

ユーロ 1,417 - 45 45

合計 1,417 - 45 45

　(注)時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成26年3月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成27年3月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

1．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けており、そのうち一部の国内連結

子会社では、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。また、一部の国内連結子会社

においては、確定給付型年金制度及び退職一時金制度を設けております。一部の在外連結子会社においては、確定拠

出型又は確定給付型の制度を設けております。

 

2．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

退職給付債務の期首残高 3,310百万円 3,577百万円

会計方針の変更による累積的影響額 - 17

会計方針の変更を反映した期首残高 3,310 3,594

勤務費用 236 204

利息費用 35 34

数理計算上の差異の発生額 49 334

退職給付の支払額 △204 △127

その他 150 △95

退職給付債務の期末残高 3,577 3,945

　（注）簡便法を採用した制度を含んでおります。

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

年金資産の期首残高 885百万円 966百万円

期待運用収益 9 12

数理計算上の差異の発生額 23 18

事業主からの拠出額 43 49

退職給付の支払額 △65 △62

その他 68 △23

年金資産の期末残高 966 961

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

積立型制度の退職給付債務 1,577百万円 1,758百万円

年金資産 △966 △961

 611 797

非積立型制度の退職給付債務 1,999 2,186

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,610 2,984

   

退職給付に係る負債 2,610 2,984

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,610 2,984

　（注）簡便法を採用した制度を含んでおります。
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

勤務費用 236百万円 204百万円

利息費用 35 34

期待運用収益 △9 △12

数理計算上の差異の費用処理額 46 84

その他 74 65

確定給付制度に係る退職給付費用 383 376

　（注）簡便法を採用した制度を含んでおります。

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

数理計算上の差異 -百万円 219百万円

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

未認識数理計算上の差異 269百万円 489百万円

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
当連結会計年度

（平成27年3月31日）

債券 56％ 54％

株式 13 16

現金及び預金 2 2

一般勘定 28 27

その他 1 1

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

割引率 0.5～3.3％ 0.2～1.7％

長期期待運用収益率 2.0 2.5

予想昇給率については、平成25年3月31日を基準日として算定した年齢別昇給指数を使用しております。

 

3．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度246百万円、当連結会計年度214百万円であ

ります。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年3月31日）

繰延税金資産（流動）    

売上値引 18百万円 1百万円

たな卸資産 879  792

賞与引当金 442  407

製品保証引当金 288  356

その他 331  250

小計 1,960  1,809

評価性引当額 △91  △88

計 1,869  1,721

繰延税金負債（流動）    

たな卸資産 △30  △31

その他 △7  △10

計 △37  △41

繰延税金資産（固定）    

退職給付に係る負債 769  735

繰越欠損金 1,866  1,608

有形固定資産 89  75

無形固定資産 677  615

リサイクル費用引当金 404  342

その他 360  332

小計 4,167  3,709

評価性引当額 △2,847  △2,478

計 1,319  1,230

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △4,806  △7,880

その他 △9  △5

計 △4,815  △7,886

繰延税金負債の純額 △1,664  △4,976

 

　　（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
 

当連結会計年度
（平成27年3月31日）

流動資産－繰延税金資産 1,865百万円 1,716百万円

流動負債－その他 △34  △37

固定資産－繰延税金資産 300  266

固定負債－繰延税金負債 △3,796  △6,921

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年3月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年3月31日）

法定実効税率 37.8％  35.4％

（調整）    

試験研究費の税額控除 △3.9  △4.5

評価性引当額の増減 1.0  △5.9

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.3  4.5

その他 △4.3  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.9  29.4
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3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の35.4％から平成27年4月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平

成28年4月1日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は594百万円減少し、法人税等

調整額が211百万円、その他有価証券評価差額金が808百万円、及び退職給付に係る調整累計額が2百万円、それぞれ

増加しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）

　当社グループは、映像機器及びその関連製品の開発・生産・販売が主であり、実質的に単一セグメントであ

るため、セグメント情報の記載を行っておりません。

 

当連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

　当社グループは、映像機器及びその関連製品の開発・生産・販売が主であり、実質的に単一セグメントであ

るため、セグメント情報の記載を行っておりません。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）

1．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 
コンピュータ用

モニター

アミューズメント

用モニター
その他 合計

外部顧客への売上高 41,620 21,966 10,054 73,641

 

2．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 欧州 北米 その他 合計

45,245 22,362 3,851 2,182 73,641

　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

3．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ジェイ・ティ 26,430 -
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当連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

1．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 
コンピュータ用

モニター

アミューズメント

用モニター
その他 合計

外部顧客への売上高 44,450 15,127 12,999 72,576

 

2．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 欧州 北米 その他 合計

40,478 25,261 4,112 2,724 72,576

　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

3．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ジェイ・ティ 22,130 -

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）

　当社グループは実質的に単一セグメントであり、セグメント情報の記載を行っておりませんので、当該記載

を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）

　当社グループは実質的に単一セグメントであり、セグメント情報の記載を行っておりませんので、当該記載

を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

　当社グループは実質的に単一セグメントであり、セグメント情報の記載を行っておりませんので、当該記載

を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

1．関連当事者との取引

　該当事項はありません。

 

2．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。
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（1株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

1株当たり純資産額 3,245円70銭 3,719円08銭

1株当たり当期純利益金額 255円05銭 155円80銭

　（注）1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　2．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

当期純利益（百万円） 5,437 3,321

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,437 3,321

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,320 21,320

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高

（百万円）

当期末残高

（百万円）

平均利率

（％）
返済期限

短期借入金 - 1,954 0.1 -

　（注）平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、連結財務諸表規則第92条の2の規定に

より、資産除去債務明細表の作成を省略しております。

 

（2）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 15,388 30,437 51,581 72,576

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
465 1,132 3,540 4,704

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
320 815 2,592 3,321

1株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
15.03 38.26 121.58 155.80

 

（会計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

1株当たり四半期純利益金額

（円）
15.03 23.23 83.32 34.22
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2【財務諸表等】

（1）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年3月31日)
当事業年度

(平成27年3月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,083 3,690

受取手形 267 289

売掛金 14,106 15,695

有価証券 12,000 12,297

商品及び製品 2,218 2,782

仕掛品 332 674

原材料及び貯蔵品 8,443 8,672

前払費用 4 10

繰延税金資産 1,481 1,353

その他 10,261 9,923

貸倒引当金 △64 △54

流動資産合計 53,135 55,334

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,121 2,858

構築物 61 51

機械及び装置 179 165

車両運搬具 4 2

工具、器具及び備品 468 533

土地 1,841 1,841

建設仮勘定 16 11

有形固定資産合計 5,692 5,464

無形固定資産   

意匠権 11 14

ソフトウエア 519 544

その他 1 1

無形固定資産合計 532 560

投資その他の資産   

投資有価証券 19,412 32,232

関係会社株式 2,415 2,415

関係会社出資金 3,728 3,728

長期貸付金 1,426 1,023

その他 359 257

投資その他の資産合計 27,342 39,657

固定資産合計 33,568 45,682

資産合計 86,704 101,017
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年3月31日)
当事業年度

(平成27年3月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,079 5,475

短期借入金 - 1,954

未払金 2,711 3,964

未払費用 226 359

未払法人税等 1,794 502

前受金 843 1,303

預り金 23 29

賞与引当金 729 714

製品保証引当金 841 1,089

その他 12 0

流動負債合計 13,262 15,394

固定負債   

繰延税金負債 3,795 6,924

退職給付引当金 1,411 1,526

役員退職慰労引当金 101 101

リサイクル費用引当金 1,141 1,066

その他 49 49

固定負債合計 6,498 9,669

負債合計 19,761 25,064

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,425 4,425

資本剰余金   

資本準備金 4,313 4,313

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 4,313 4,313

利益剰余金   

利益準備金 228 228

その他利益剰余金   

別途積立金 46,000 47,500

繰越利益剰余金 5,505 4,826

利益剰余金合計 51,733 52,554

自己株式 △2,661 △2,661

株主資本合計 57,812 58,632

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 9,130 17,320

評価・換算差額等合計 9,130 17,320

純資産合計 66,942 75,953

負債純資産合計 86,704 101,017
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年4月 1日
　至　平成26年3月31日)

当事業年度
(自　平成26年4月 1日
　至　平成27年3月31日)

売上高 55,692 50,695

売上原価 42,306 39,090

売上総利益 13,385 11,604

販売費及び一般管理費 ※2 8,682 ※2 8,745

営業利益 4,703 2,858

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 836 400

為替差益 981 -

その他 162 149

営業外収益合計 1,980 549

営業外費用   

支払利息 6 8

為替差損 - 109

その他 133 98

営業外費用合計 140 216

経常利益 6,543 3,192

特別利益   

投資有価証券売却益 16 -

特別利益合計 16 -

特別損失   

減損損失 28 -

特別損失合計 28 -

税引前当期純利益 6,531 3,192

法人税、住民税及び事業税 1,968 889

法人税等調整額 50 194

法人税等合計 2,018 1,083

当期純利益 4,513 2,108
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当事業年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  36,422 84.9 34,080 84.9

Ⅱ　労務費  1,336 3.1 1,487 3.7

Ⅲ　経費 ※ 5,147 12.0 4,575 11.4

当期総製造費用  42,906 100.0 40,142 100.0

期首仕掛品たな卸高  311  332  

合計  43,217  40,474  

期末仕掛品たな卸高  332  674  

当期製品製造原価  42,885  39,800  

原価計算の方法

原価計算の方法は、標準原価による組別総合原価計算を採用しております。

 

※　主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当事業年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

外注加工費（百万円） 1,754 1,551

減価償却費（百万円） 304 650

ロイヤリティ（百万円） 1,866 1,347
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 4,425 4,313 0 4,313 228 46,000 2,057 48,286 △2,661 54,364

会計方針の変更による
累積的影響額

         -

会計方針の変更を反映
した当期首残高

4,425 4,313 0 4,313 228 46,000 2,057 48,286 △2,661 54,364

当期変動額           

別途積立金の積立          -

剰余金の配当       △1,066 △1,066  △1,066

当期純利益       4,513 4,513  4,513

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 - - - - - - 3,447 3,447 △0 3,447

当期末残高 4,425 4,313 0 4,313 228 46,000 5,505 51,733 △2,661 57,812

 

     

 評価・換算差額等

純資産合
計

 
その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 6,338 8 6,346 60,710

会計方針の変更による
累積的影響額

   -

会計方針の変更を反映
した当期首残高

6,338 8 6,346 60,710

当期変動額     

別途積立金の積立    -

剰余金の配当    △1,066

当期純利益    4,513

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

2,792 △8 2,784 2,784

当期変動額合計 2,792 △8 2,784 6,231

当期末残高 9,130 - 9,130 66,942
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当事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 4,425 4,313 0 4,313 228 46,000 5,505 51,733 △2,661 57,812

会計方針の変更による
累積的影響額

      △8 △8  △8

会計方針の変更を反映
した当期首残高

4,425 4,313 0 4,313 228 46,000 5,497 51,725 △2,661 57,803

当期変動額           

別途積立金の積立      1,500 △1,500 -  -

剰余金の配当       △1,279 △1,279  △1,279

当期純利益       2,108 2,108  2,108

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 - - - - - 1,500 △670 829 △0 828

当期末残高 4,425 4,313 0 4,313 228 47,500 4,826 52,554 △2,661 58,632

 

     

 評価・換算差額等

純資産合
計

 
その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 9,130 - 9,130 66,942

会計方針の変更による
累積的影響額

   △8

会計方針の変更を反映
した当期首残高

9,130 - 9,130 66,934

当期変動額     

別途積立金の積立    -

剰余金の配当    △1,279

当期純利益    2,108

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

8,190 - 8,190 8,190

当期変動額合計 8,190 - 8,190 9,019

当期末残高 17,320 - 17,320 75,953
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【注記事項】

（重要な会計方針）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関係会社株式及び関係会社出資金

　移動平均法による原価法

(2）売買目的有価証券

　時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(3）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

2．デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

 

3．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品、製品及び仕掛品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）原材料

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

4．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物           　　　15～50年

　機械及び装置   　　　7～10年

　工具、器具及び備品　　2～6年

(2）無形固定資産

　ソフトウェア

　　社内における利用可能期間（主に5年）に基づく定額法

　その他の無形固定資産

　　定額法（主な耐用年数は7年）

 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

6．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に係る当事業年度負担見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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(4）役員退職慰労引当金

　役員への退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末退職慰労金要支給額を計上しております。

　なお、平成16年6月22日開催の第37回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止及び同日までの在任期

間に対応する退職慰労金を各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給することが決議されたことにより、

同日以降の役員退職慰労引当金の繰入を行っておりません。

(5）製品保証引当金

　製品のアフターサービスに対する費用支出に充てるため、過去の実績を基礎として保証期間内のサービス費用

発生見込額を計上しております。

(6）リサイクル費用引当金

　リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の費用支出に充てるため、売上台数を基準として費用発生見込額を

計上しております。

 

7．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(3）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法

と異なっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年3月26日）を当事業年度より適

用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に近似する年数から退

職給付支払ごとの支払見込期間を反映したものへ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の

期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

　なお、当会計方針の変更による影響額は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※1　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成26年3月31日）
当事業年度

（平成27年3月31日）

　短期金銭債権 12,876百万円 11,564百万円

　長期金銭債権 1,395 987

　短期金銭債務 2,203 3,569

 

（損益計算書関係）

※1　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成25年4月 1日
至　平成26年3月31日）

当事業年度
（自　平成26年4月 1日
至　平成27年3月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 14,540百万円 16,396百万円

 　仕入高 1,145 593

　外注加工費等

営業取引以外の取引による取引高

5,234

712

4,595

227

 

※2　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は次のとおりであります。

　　　 （△は戻入額）

 
前事業年度

（自　平成25年4月 1日
　　至　平成26年3月31日）

当事業年度
（自　平成26年4月 1日
　　至　平成27年3月31日）

給与、賞与及び諸手当 2,162百万円 2,053百万円

賞与引当金繰入額 266 266

退職給付費用 136 102

減価償却費 256 244

製品保証引当金繰入額 393 563

研究開発費 3,046 3,124

リサイクル費用引当金繰入額 △83 △70

貸倒引当金繰入額 18 △9

 

販売費に属する費用のおおよその割合 37％ 38％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 63 62

 

（有価証券関係）

　関係会社株式及び関係会社出資金で時価のあるものはありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる関係会社株式及び関係会社出資金の貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成26年3月31日）
当事業年度

（平成27年3月31日）

関係会社株式 2,415 2,415

関係会社出資金 3,728 3,728

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりま

せん。
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（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年3月31日）
 

当事業年度
（平成27年3月31日）

繰延税金資産（流動）    

売上値引 138百万円 139百万円

たな卸資産評価損 549  473

未払事業税 121  6

賞与引当金 258  234

製品保証引当金 298  357

その他 115  142

計 1,481  1,353

繰延税金資産（固定）    

関係会社出資金評価損 2,102  1,906

関係会社株式評価損 517  469

投資有価証券評価損 261  236

減価償却超過額 29  42

退職給付引当金 499  490

リサイクル費用引当金 404  342

その他 123  110

小計 3,938  3,598

　評価性引当額 △2,941  △2,664

計 996  934

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △4,788  △7,856

その他 △3  △2

計 △4,791  △7,859

繰延税金負債の純額 △2,313  △5,571

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年3月31日）
 

当事業年度
（平成27年3月31日）

法定実効税率 37.8％  　法定実効税率と税
効果会計適用後の法
人税等の負担率との
間の差異が法定実効
税率の100分の5以下
であるため注記を省
略しております。

（調整）   

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △4.6  

試験研究費の税額控除 △4.5  

評価性引当額の増加 1.2  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.4  

その他 △0.4  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.9  

 

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ

等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従

来の35.4％から平成27年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平成28年4

月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は605百万円減少し、法人税等

調整額が202百万円、その他有価証券評価差額金が807百万円、それぞれ増加しております。
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（重要な後発事象）
 

該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分 資産の種類
当期首
残高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形

固定資産

建物 3,121 24 - 287 2,858 5,622

構築物 61 1 - 10 51 578

機械及び装置 179 49 - 62 165 883

車両運搬具 4 - - 1 2 27

工具、器具及び備品 468 608 - 543 533 3,175

土地 1,841 - 0 - 1,841 -

建設仮勘定 16 11 16 - 11 -

　　　　計 5,692 694 16 906 5,464 10,286

無形

固定資産

意匠権 11 5 - 2 14 -

ソフトウエア 519 192 1 165 544 -

その他 1 - 0 0 1 -

　　　　計 532 197 1 168 560 -

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 64 54 64 54

賞与引当金 729 714 729 714

製品保証引当金 841 574 326 1,089

役員退職慰労引当金 101 - - 101

リサイクル費用引当金 1,141 89 163 1,066

 

（2）【主な資産及び負債の内容】

　　　 連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（3）【その他】

　 該当事項はありません。
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第6【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 4月1日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日 3月31日、9月30日

1単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

大阪府大阪市中央区北浜四丁目5番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行

います。

当社の公告掲載URLは次のとおりであります。　　　　　　

http://www.eizo.co.jp/

株主に対する特典

毎年3月末日及び9月末日現在の所有株式数が1単元（100株）以上の株主に対

し、当社製品直販サイト「EIZOダイレクト」での製品購入につき、販売価格

より20％割引いたします。

（注）単元未満株主の権利の制限

　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

1．会社法第189条第2項各号に掲げる権利

2．会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

3．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

4．株式取扱規程に定めるところにより、株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式

　 を売り渡すことを請求する権利
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第7【提出会社の参考情報】

1【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

 

2【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第47期）（自　平成25年 4月 1日　至　平成26年 3月31日）平成26年 6月23日北陸財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　　平成26年6月23日北陸財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第48期第1四半期）（自　平成26年 4月 1日　至　平成26年 6月30日）平成26年 8月 8日北陸財務局長に提出

（第48期第2四半期）（自　平成26年 7月 1日　至　平成26年 9月30日）平成26年11月13日北陸財務局長に提出

（第48期第3四半期）（自　平成26年10月 1日　至　平成26年12月31日）平成27年 2月13日北陸財務局長に提出

(4) 臨時報告書

　　平成26年6月24日北陸財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

   平成27年6月19日

EIZO株式会社    
 

  取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　博久　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙村　藤貴　　印

 
＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るEIZO株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

EIZO株式会社及び連結子会社の平成27年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、EIZO株式会社の平成27年3月31日

現在の内部統制報告書について監査を行った。
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内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、EIZO株式会社が平成27年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）1． 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
2． XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ＥＩＺＯ株式会社(E02069)

有価証券報告書

83/84



 

 独立監査人の監査報告書  

 

   平成27年6月19日

EIZO株式会社    
 

  取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　博久　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙村　藤貴　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るEIZO株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財

務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、EIZO株式

会社の平成27年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
　（注）1． 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

2． XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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